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秘書企画課 B
市民窓口課 B
福祉課 B

学校教育課 A
子育て支援課 A
秘書企画課 B
商工農政課 B
学校教育課 B

3 国際理解の促進と多文化共生社会の実現に向けた啓発 協働安全課 B 4ページ
4 性的少数者への理解促進 協働安全課 C 4ページ

協働安全課 B
市民窓口課 B
生涯学習課 B

2
秘書企画課 B
協働安全課 B

2 学校教育を通じた男女共同参画社会への理解 学校教育課 B 7ページ
3

1 生涯を通じた学習機会の提供 生涯学習課 B 8ページ
2 地域における市民活動への支援 協働安全課 B 9ページ
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1

福祉課 B
商工農政課 A
商工農政課 B
学校教育課 A

2
1 労働環境の整備 商工農政課 B 13ページ
2 女性の就労環境改善に向けた普及・啓発・支援 商工農政課 B 14ページ

3
秘書企画課 A
協働安全課 B
商工農政課 B
長寿介護課 B
健康課 B

生涯学習課 B
子育て支援課 A
長寿介護課 B
子育て支援課 A
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1 審議会などへの女性の参画の拡大 協働安全課 B 18ページ
2 女性の人材育成と能力開発 協働安全課 C 19ページ
3 市職員の能力の活用と職場環境の整備 秘書企画課 B 19ページ

2
協働安全課 B
福祉課 B

長寿介護課 B
生涯学習課 B
子育て支援課 B
協働安全課 A
学校教育課 B
生涯学習課 B
子育て支援課 B
協働安全課 B
学校教育課 A
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協働安全課 B
福祉課 B
健康課 B

2 地域リーダーのネットワークづくり 協働安全課 B 25ページ
福祉課 B
健康課 B

学校教育課 B
生涯学習課 B
子育て支援課 B
協働安全課 B
福祉課 B
健康課 B

消防本部総務課 B
5 環境活動への参画の促進 環境保全課 A 28ページ

防犯・防災活動や福祉・保健活動への参画の促進 27ページ

24ページ

3 子どもや若者の育成支援のためのネットワークづくり 26ページ

4

男女がともに参画する地域社会を形成する（地域活動環境づくり）
政策や方針決定の場への参画の促進

地域社会への参画の促進

1 地域コミュニティ活動の充実・支援 20ページ

2 市民活動・市民協働の活性化 21ページ

3 地域における国際理解と多文化共生の推進 23ページ

地域ネットワークによる地域活動環境づくり

1 地域リーダーの育成

多様なライフスタイルに対応した就業・雇用環境を形成する（就業・雇用環境づくり）
多様な働き方の普及と就業能力の形成

1 雇用対策の充実、就業・生活支援

仕事と家庭が両立できる環境の整備

1 ワーク・ライフ・バランスの普及や多様な働き方と暮らし方の促進 15ページ

2 家庭生活・地域活動における男女共同参画の促進 16ページ

3 両立を支える支援の充実 16ページ

5 人権を尊重した表現の推進 5ページ

男女共同参画社会に対する理解の促進

11ページ

2 人材育成・能力開発の支援 12ページ

男女の均等な雇用機会と待遇の確保

基本目標

担当課 施策評価 ページ数施策の方向性

取り組むべき施策

男女が尊重しあう意識改革を進める（意識啓発の継続）

人権の尊重

1 人権に関する教育・啓発 2ページ
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1 啓発活動の推進 6ページ

男女共同参画社会に向けた市民活動への支援

ハラスメント防止の啓発 3ページ



基本目標

担当課 施策評価 ページ数施策の方向性

取り組むべき施策

4
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1 母子の健康づくりの支援 健康課 B 31ページ
健康課 B

生涯学習課 B
子育て支援課 A
協働安全課 B
学校教育課 B

2
1 高齢者が安心して生活できる環境づくり 長寿介護課 B 34ページ
2 高齢者を支える体制の充実と権利擁護 長寿介護課 A 35ページ

3
1 性差を踏まえた健康づくり 健康課 B 36ページ
2 不妊治療対策の推進 健康課 B 37ページ

健康課 B
学校教育課 A

4 成人の健康づくりの支援 健康課 B 38ページ
長寿介護課 B
健康課 B

商工農政課 B
生涯学習課 B
生涯学習課 B
健康課 B

4
1 ひとり親家庭への支援の充実 子育て支援課 B 43ページ

福祉課 B
商工農政課 B
都市整備課 B
維持管理課 D
福祉課 B

長寿介護課 B
健康課 B

学校教育課 B
子育て支援課 A
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福祉課 B
長寿介護課 B
福祉課 A

学校教育課 A
福祉課 B
健康課 B

学校教育課 B
4 高齢者虐待の防止・早期発見 長寿介護課 B 49ページ

福祉課 A
長寿介護課 B
健康課 B

2
秘書企画課 B
商工農政課 B

2 教育の場におけるハラスメント防止の啓発 学校教育課 B 50ページ

A : 計画どおり取り組み、目標も達成できた
B : 計画どおり取り組むことが出来た
C : 一部計画どおりに取り組むことが出来なかった
D : 全く取り組むことができなかった

あらゆる暴力の防止に取り組む（暴力のない環境づくり）
女性・子ども・高齢者などに対する暴力の根絶

「A」 ： 17 、 「B」 ： 84 、 「C」 ： 2 、 「D」 ： 1

5 多様な被害者への各種相談窓口や適切な支援の充実 49ページ

あらゆるハラスメント防止の啓発

1 職場におけるハラスメント防止の啓発 50ページ

1 暴力の根絶に関する啓発活動の推進 47ページ

スポーツ活動の充実 40ページ

多様な家庭への支援体制の整備

2 障がい者の生活の安定と自立のための支援 43ページ

3
複合的に困難な状況に置かれている家庭への相談・支援体制の充
実

2 女性や若年層に対する性暴力やＤＶの根絶 48ページ

3 児童虐待の防止・早期発見 48ページ

高齢者の暮らしの支援

多様な家庭の安心な暮らしを形成する（家庭生活環境づくり）
多様なニーズに対応した子育ての支援

2 子育て、子育ち・親育ち支援

生涯を通じた男女の健康づくりの支援

3 性感染症対策や性教育の推進 37ページ

5 高齢者の健康・生きがいづくりの推進 38ページ
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44ページ

31ページ

3 子どもを守る地域環境の整備 33ページ



基本目標１

男女が尊重しあう意識改革を進める

（意識啓発の継続）

1



≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

☆３

☆４

☆５

市民窓口課
福祉課

学校教育課
子育て支援課

秘書企画課
市民窓口課

市民アンケート

担当課

福祉課☆2
・市民及び市職員を対象に人権啓発として人権研修
会を実施した。（年１回）

　愛知教育大学准教授を講師に招き、「インターネット
の被害者・加害者にならないために」をテーマに研修
会を実施し、25名の参加があった。

B
　引き続き人権啓発に関する研修会を実施し、人権
教育、人権尊重の啓発活動を行っていく。

秘書企画課
人権に関する相談に対応できるよう市民相談室及び月
に１回専門窓口を開設している。また、毎月、広報紙に
各種相談の記事を掲載した。

人権に関する相談は0件であった。人権に関する相談
は、他の相談と比べると件数が少ない。

B
人権に関する相談窓口を市役所で開設しているこ
との周知に努める。

市民窓口課

　人権擁護委員及び小中学校と連携しながら、事業を
実施し、児童生徒の人権意識の向上を図ることができ
た。
　毎月特設相談を実施することにより、市民が気軽に
相談できる場を確保することができた。

B
　今後も、人権擁護委員及び小中学校、法務局な
ど関係機関と連携を図りながら人権に関する教育の
推進と人権意識の啓発に努めていく。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

・小中学校の児童生徒を対象とした啓発を実施した。
①南小学校４・５年児童を対象とした人権教室の実施
②市内中学校において朝礼時間に放送による人権講
話の実施
・人権擁護委員による毎月１回人権特設相談の周知及
び実施

91.1（R2)

男女共同参画に関する市民意識調査

成果指標

・幼少期から男女が健全な人間関係を築き、命の尊さ、互いの性を尊重する人権教育と、人権尊重の啓発活動に努めます。

・人権に関する相談に対応するため、関係機関と連携し、人権に関する情報収集や相談窓口の紹介に努めます。

内容

取り組むべき施策① 人権に関する教育・啓発

47.5 30.0 35.0 子育て支援課 市民アンケート

人権啓発研修会の参加者数

- 92.0 93.0 協働安全課

- 75.069.2 80.0 協働安全課

25 福祉課

1 1 1 秘書企画課 ハラスメントに関する研修の実施回数

R1 R4

21.7（R2)

54

0

60 70

子ども条例を知っている市民の割合（％）

人権啓発研修会の参加者数（人）

ハラスメントに関する研修の実施数（回）

国際交流や外国人との共生に満足している市民の割
合（％）

「ＬＧＢＴ」という用語の認知度（％）

施策の方向性 （１）人権の尊重

（計画どおり取り組み、目標も達成できた）

（計画どおり取り組むことが出来た）

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった）

（全く取り組むことが出来なかった）

R7 R12
担当課 根拠

評価

現状値 実績値 目標値

0

1

11

1

2



内容 担当課
秘書企画課
商工農政課
学校教育課

商工農政課
・商工農政課窓口にリーフレットを設置した。また、ホー
ムページ上でハラスメント対策のページを引き続き公
開した。

　より多くの市内事業者へ情報を届ける必要がある。 B
　事業所と関わる機会の多い商工会等と連携し、よ
り多くの事業者に目に届く形で啓発を実施してい
く。

学校教育課

・市校長会議や教頭会議等で、教職員に対し、不祥事
防止の徹底について周知した。
・校長や教頭が、全教職員と面談し、現状の把握や悩
みの相談を行った。
・全教職員を対象に｢不祥事を起こさないためのチェッ
クリスト｣等を用いて、服務規律の徹底に努めた。

　職場全体に若手教職員が増えており、教育公務員と
しての自覚を高めるため、意識啓発を継続する必要が
ある。

B
　機会があるごとに教職員に対して、服務規律の遵
守徹底を図っていく。

成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

秘書企画課☆3
・令和４年11月９日（水）、消防職員の主任以下の20名
に対し、ハラスメント研修を実施した。

　一宮人権擁護協議会の講師を招き、消防職員として
ハラスメントに対する理解を深めることができた。

B
　引き続き、セクハラトやパワハラなど、各種ハラスメ
ントの正しい知識を身に付ける必要がある。

取り組むべき施策② ハラスメント防止の啓発

・社会のあらゆる組織や人間関係において発生しうるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメントなど各種ハラスメントの防止の啓発とともに、ＳＮＳを通じたいやがら
せの防止の啓発に取り組みます。

実績及び評価

担当課 実績

子育て支援課☆1

・第一児童館において、新型コロナ感染症拡大予防の
観点から密を避けるため、２部制にして、にこにこシティ
いわくらを３年ぶりに開催した。
令和４年度についても子どもの気持ちを吸い上げるた
めアンケートを取り「こどものき・も・ち企画」として各児
童館でひとつづつ実施した。企画によっては、子ども
実行委員と共に運営を行った館もあった。
・日々の活動の中で起こる様々な場面において人権に
関する啓発に努めた。

　にこにこシティいわくらでは、実行委員に申し込んだ
ものの中止が続き、実現しないまま中学生となった児
童が、再度、実行委員として名乗りを上げてくれ、「にこ
にこシティいわくら」そのものを知らない子どもたちの良
いお手本となってくれた。中学生の実行委員が小学生
の実行委員を上手に誘導してくれ、活気づいた。今後
も中学生が参加できる体制作りに努める。

A

　岩倉市子ども行動計画に沿って、子どもの意見表
明・参加の促進、子どもの居場所づくりの推進、子
どもの権利に関する意識の向上等を促進する事業
を実施していく。
　未就学児から18歳未満の児童を中心に、さらに広
い世代に人権教育が浸透するように啓発活動を進
める。

学校教育課

【人権講演会】
（11月10日/両中学校）「共に生きるとは何か－難民の
声、家族の歴史から考えた多様性－」
　講師　安田　菜津紀 氏
（11月～/各小学校）「今を大切に」
　講師　大棟　耕介　氏（ホスピタルクラウン）
【大型紙芝居の上演】
（11月～/各小学校）「四つ葉のクローバー」「いすに
なった木」「これってNIPPON」「にじいろのさかな」
【人権ひまわりの啓発】人権ひまわりの種の配布

　お互いを認め、自分や他者を大切にする意識を高め
ることができた。
　お互いを認め大切にすることが浸透するように、継続
して人権教育を実施していく必要がある。

A
　講演会等を実施し、人権について考える機会を設
け、人権教育を進めていく。
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内容 担当課 協働安全課

内容 担当課 協働安全課

取り組むべき施策④ 性的少数者への理解促進

・性の多様性及び性的マイノリティ（ＬＧＢＴ）に関する理解促進を図ります。

協働安全課☆5

・愛知県や他市町が主催する、LGBTに関する講演会
等のチラシを公共施設に配置した。
・パネル展示を市役所とふれ愛まつり会場にて行っ
た。

成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

協働安全課☆4

・岩倉市国際交流協会が行う交流事業等に補助金を
交付し、国際交流促進に寄与した。
・広報やホームページに多文化共生に関する記事を
掲載した。愛知県国際交流協会等から配付されるチラ
シ等を設置した。
・市民活動団体「いわくらにほんごクラス」と初期日本語
教室を行政との協働事業として実施した（市民活動助
成金対象事業）。

　コロナ禍により、市国際交流協会が行う事業が一部
未実施となり、機会が減少しているが、再開に向け相
談支援を行う必要がある。
　日本語習得支援が必要な外国籍市民への周知が行
き届くよう工夫するほか、日本語のサポーターも確保し
ていく必要がある。

B

　市協会のみならず、国際交流・多文化共生を行う
市民活動団体等に補助を行う。
　「いわくらにほんごクラス」を令和5年度も引き続き
市民活動助成金の行政提案・協働事業コースの対
象事業により実施する。令和6年度以降、委託等に
よる市の施策としての支援を検討する。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

　チラシやパンフレットの配布等により啓発を図ることが
できたが、性の多様性やLGBTを直接扱った取組は難
しい。

C

　引き続き、県からのチラシ等を公共施設に配置す
る。また、広報紙の活用等、より多くの市民への理
解促進を図る方法を検討する。
　職員に対しては、定期的に性的少数者への理解
を深める場を提供する。

取り組むべき施策③ 国際理解の促進と多文化共生社会の実現に向けた啓発

・国際理解を深めるとともに、多文化共生社会の実現に向けた啓発活動に努めます。

実績及び評価

担当課 実績
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内容 担当課
協働安全課
市民窓口課
生涯学習課

今後の取り組み

取り組むべき施策⑤ 人権を尊重した表現の推進

・人権についての正しい理解を促すとともに、人権を侵害するような有害情報から女性や青少年を守るための啓発に取り組みます。

実績及び評価

協働安全課
・男女共同参画の啓発の一環として、パネル展示のほ
か、広報いわくらの「男女共同参画コーナー」にて各種
男女共同参画に関する情報周知を行った。

　男女共同参画の啓発の一環として情報周知を行うこ
とが出来たが、様々な視点から情報を啓発していく必
要がある。

B
　引き続き、男女共同参画の啓発の一環として、人
権尊重について啓発していく。

市民窓口課

・人権週間に啓発活動を実施
 ①人権を理解するコンクールの入賞作品（ポスター・
習字・標語など）を市役所２階市民ギャラリーに展示。
②市内公共施設（市民プラザ・図書館・生涯学習セン
ター・総体文・市役所総合案内・観光情報ステーショ
ン）に啓発物品及びポスターの掲示。
③人権週間及び作品展示について「ほっと情報メー
ル」「LINE」などで広く周知を図った。
・市広報への人権に関する記事の掲載
①６月号：特設人権相談所の開設。各相談窓口の案
内について
　８月号：子ども人権110番について
　１１月号：女性の人権ホットラインについて
　１２月号：人権週間について

　広報などにより人権についての正しい理解を促すとと
もに、人権週間に市内公共施設において啓発物品を
配置するなど広く人権啓発に取り組むことができた。
　人権週間及び人権を理解するコンクールの入賞作
品の展示について周知することで、市民ギャラリーに多
くの市民の来場があった。

B
　人権週間に実施する啓発活動を継続するととも
に、様々なツールを活用し効果的に周知していく。

生涯学習課

青少年健全育成に向けての取組
　・青少年問題協議会専門委員会　年３回開催
　・青少年の非行・被害防止のための街頭啓発活動
　　年3回
人権教育について正しく理解するための取組
・丹葉地区人権指導者研修会（市内小中学校教員23
名）
・人権教育指導者研修会中央研修会（市内小中学校
教員 ３名）

　青少年問題協議会専門委員会における情報交換や
人権関係の研修会への参加は行っているが、これらは
いずれも参加者だけが対象となっているもので、広く市
民に向けた啓発は年3回の街頭啓発活動のみとなって
いるため、効果的に啓発していく必要がある。

B

　今後も青少年問題協議会専門委員会において情
報交換を行っていくとともに、学校教育課と連携をと
りながら県や地区の研修会等へ小中学校の教員や
PTA役員に参加してもらい、人権について知識と理
解を深める。また、街頭啓発活動については、実施
場所や時間等の検討を行い、より効果的に啓発で
きるよう努める。

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

☆３

協働安全課

秘書企画課

B 令和５年度は、将来の管理職にむけて、議会の基
本的なしくみを学ぶ研修を実施する。

協働安全課☆1

・生涯学習講座として、市民企画委員による全４回の
男女共同参画講座を実施し、延べ101人の参加があっ
た。
・広報いわくらにて、「男女共同参画コーナー」として各
種男女共同参画に関する情報周知や啓発を行うととも
に、愛知県やあいち男女共同参画財団のチラシを窓
口で配布した。
・パネル展示を市役所とふれ愛まつり会場にて行っ
た。
・愛知県男女共同参画月間である10月に合わせて、男
女共同参画基本計画概要版（パンフレット）を中学3年
生に配付し、人権教育に活用し、ジェンダー平等など
の意識啓発を図ることができた。

　男女共同参画講座については、市民委員により企画
することで、市民目線で今必要とする内容で実施する
ことができた。
　講座の開催や広報紙、啓発パネルの活用により広く
男女共同参画に関する啓発を実施することができてい
るが、他団体の実施するイベントのチラシの配布が開
催直前であるため、公共施設へのチラシの設置にとど
まっている。
　長い時間をかけて形成されるアンコンシャス・バイアス
対策として、中学生を中心に若年層に対する啓発を実
施することができた。

B

　基本計画概要版の中学生への配布による若年層
への啓発を含め、各種方法により男女共同参画に
係る啓発を続けていく。
　他団体の実施するイベントチラシの効果的な活用
方法を検討するとともに、男女共同参画財団との共
催によるサテライトセミナーの実施など、様々な啓発
に取り組んでいく。

取り組むべき施策① 啓発活動の推進

内容
・固定的な性別役割分担意識を是正し、男女共同参画社会の実現に向けて、啓発活動に努めます。

担当課
・市職員に対し、男女共同参画にかかわる研修を実施します。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

秘書企画課 女性職員キャリアアップ研修を実施した。

主幹及び統括主査の女性職員12名が参加し、「なりた
い自分」への道筋や、自己成長と自立心を醸成した。

男女共同参画社会形成のための啓発活動や環境づく
りに満足している市民の割合（％）

小中学校の教育活動が充実していると感じている市民
の割合（％）

男女共同参画に関する市民意識調査57.3（R2) - 60.0 65.0 協働安全課
学校教育の場で男女が平等であると感じる市民の意
識（％）

男女共同参画に関する市民意識調査

81.8（H30） - 85.0 88.0 学校教育課 市民意向調査

84.1（H30) - 87.5 90.0 協働安全課

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課 根拠
R1 R4 R7 R12

（計画どおり取り組むことが出来た） 3

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

施策の方向性 （２）男女共同参画社会に対する理解の促進

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 0

6



内容 担当課 学校教育課

取り組むべき施策② 学校教育を通じた男女共同参画社会への理解

・性別にとらわれず子どもの個性や能力などを大切にした教育を推進します。
・男女が将来にわたって健康状態や性差に応じた適切な自己管理ができるよう、健康教育や性教育を推進します。
・教職員に対し、男女共同参画の視点に立った取組を実施できるよう、研修、啓発などに関する情報を提供します。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

学校教育課☆2,3

・男女混合名簿が定着し、児童生徒に男女平等の意
識が根付いている。
・小中学校の９年間で「いのちの授業」に取り組み、男
女の心身の発達の差異を学習し、互いに尊重する意
識の向上を図っている。
・授業における学び合いのグループは､男女混合を原
則として､男女分け隔てない学習活動を展開している。
・道徳の授業や学級活動の中で、性の多様性も含め、
互いを理解し認め合う教育を行うとともに、相談できる
環境を整えている。

　身体測定や体力テスト、保健体育科の授業など、男
女で異なる活動を行う場合には臨時的に男女別名簿
を使用しているが、それ以外の男女共同の活動では、
男女混合名簿が定着している。男女に捉われず、性の
多様性を尊重する教育も進めていく必要がある。

B 　学年に応じた男女平等・男女尊重や性の多様性
等への理解を深める教育を推進していく。
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

内容 担当課 生涯学習課

協働安全課

実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

生涯学習課

・子育て世代を対象とし託児付き講座や60歳以上を対
象としたシニア大学など、ライフステージに応じた講座
を実施し生涯を通じた学習機会の提供に努めた。
・男性を対象とした料理の講座を実施した。

　生涯学習講座について、受講者の性別や年齢に偏
りが生じやすいため、若年層や男性にも魅力を感じて
もらえるような内容の講座を、参加しやすい時間帯で
実施していけるよう今後も検討していく。

B
　多様な生涯学習講座を実施し、性別や年齢に偏
りなくあらゆる人に生涯を通じた学習機会を提供し
ていく。

市民活動に参加している市民の割合（％）

取り組むべき施策① 生涯を通じた学習機会の提供

・ライフステージに応じた様々な学習機会を提供することで、男女がともに自立して生活していけるよう、生涯学習講座の充実を図ります。
・男女ともに積極的に学習に参加できるよう、託児付き講座など学習環境の整備に努めます。

実績及び評価

担当課

18.3（H30） - 20.0 22.0 協働安全課 市民意向調査

男女共同参画に関する講座・イベント参加者数（人）

根拠
R1 R4 R7 R12

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課

男女共同参画講座やサテライトセミナー
などの参加者数

195 130 300 300

（計画どおり取り組むことが出来た） 2

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

施策の方向性 （３）男女共同参画社会に向けた市民活動への支援

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 0
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内容 担当課 協働安全課

　市民活動支援センターをNPO法人に委託すること
で、独自のノウハウを活かしながら、利用者目線での支
援を行う事ができている。
　まちづくりネットワークでは、イベント実施時のマッチ
ングの機会が減少しているので、団体側、個人ボラン
ティア双方に対して活用してもらうための工夫が必要で
ある。

B

　引き続きNPO団体に市民活動支援センター業務
を委託し、市民目線での市民活動の支援を行って
いく。
　行政と市民、市民と市民といった、様々な主体間
での協働を支援し、マルチパートナーシップによる
まちづくりを推進していく。

・市民と協働し、男女共同参画に関する市民活動を支援します。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

協働安全課☆1,2

・市民活動の拠点である市民活動支援センターをNPO
法人に委託し、運営をしており、子育てや高齢者の生
きがいづくりなど多くの市民活動の支援を行った。
・活動を行う中で手助けを必要としている市民活動団
体と、何か力になれるのではないかという個人をマッチ
ングする「まちづくりネットワーク」を運営した。
・生涯学習講座として、市民企画委員による全４回の
男女共同参画講座を実施し、延べ101人の参加があっ
た。

取り組むべき施策② 地域における市民活動への支援
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基本目標２

多様なライフスタイルに対応した就業・雇用環境を形成する

（就業・雇用環境づくり）
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

商工農政課

福祉課

施策の方向性 （１）多様な働き方の普及と就業能力の形成

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 2

（計画どおり取り組むことが出来た） 2

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

担当課 根拠
R1 R4 R7 R12

若者に対する就職相談や出張相談の相談数（人）

成果指標
現状値 実績値 目標値

いちのみや若者サポートステーションの
実施する就職相談の各年度の延べ相談

人数

478 1037 500 520 福祉課 １年間の延べ相談数

8 23 10 15 商工農政課

取り組むべき施策① 雇用対策の充実、就業・生活支援

内容

・ハローワークなどの関係機関と協力し、情報提供を図るとともに、若年者や離職者などへの就職相談や就職フェアを実施します。
・事業所に対して雇用奨励のための支援・優遇措置の周知を図ります。 担当課

・離職などにより生活に困窮する人に対して、生活の困りごとや不安を解決できるよう支援を行います。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

福祉課☆2

・離職等を理由に家賃の支払いが困難となっている人
に対し、住居確保給付金の支給を行った。社会福祉協
議会で実施していた特例貸付を利用できない困窮世
帯に対して生活困窮者自立支援金を延べ56世帯に支
給し、就労に関する相談支援も行い、就労自立を図っ
た。

　相談の多くは、「お金のこと」「家賃について」であり、
国の制度に則り住居確保給付金と生活困窮者自立支
援金事業を適切に実施することで、住まいの確保と就
労支援を行った。問題解決に向けて一緒に取り組んで
いく必要があるが、継続的な支援につながらないことが
課題となってる。

B

　コロナ禍において特例で要件が緩和されていた
事業が以前の状況に戻ることにより、制度利用がで
きなくなった人や相談が中断している人に対して継
続的な相談につながるよう対応に努める。

A商工農政課☆1

・就職への様々な悩みを抱える若者を対象にした「い
ちのみや若者サポートステーション」の出張相談を岩
倉市で実施し、23人の相談者があった。
・三市二町合同就職フェアを開催し、98人の参加が
あった。
・愛知県が行う、再就職を考える女性を応援する「マ
マ・ジョブ・あいち」の出張相談を岩倉で実施し、10人
（託児５人）の相談があった。
・その他、商工農政課窓口に各種支援制度のリーフ
レットを設置した。

　より多くの市民に利用及び参加してもらうため、効果
的な周知を実施していく必要がある。

　引き続き、事業実施に加え、より利用してもらうた
めの周知方法を検討する。

生活自立支援相談室における延べ相談数（件）
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商工農政課

学校教育課

・男女ともに希望する職業や役職に就けるよう、能力開発のための様々な学習の機会や場の情報を提供します。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

内容
・様々な職種について知り、職業体験などを通じて、自由な進路選択、キャリアプランについての理解を深める取組を実施します。

担当課

学校教育課

・小中学校で、自由な職業選択や、キャリアプランニン
グについて学習している。
・岩倉中学校２年生239人の生徒が69事業所、南部中
学校2年生119人の生徒が41事業所で職場体験学習
を行った。

　働く経験をしたことで、普段の生活の中で多くの人に
支えられていることを実感し、進路に対する考え方を深
めることができた。
　職場体験の受け入れ先の確保に努める必要がある。

A
　学校外の人と交流を持つことはキャリア教育の充
実につながるため、地域人材だけでなく、専門家を
招いた講演や体験活動を継続していく。

B商工農政課

・三市二町創業支援セミナーを開催し、11人の参加が
あった。
・創業支援計画に基づき、創業支援協議会を開催し、
支援のあり方に係る情報共有等を図った。
・職業訓練などのチラシ配布を行い、周知に努めた。

　セミナー受講者以外への支援をどう実施するかが課
題である。

　引き続き、事業実施に加え、より関心をもって参加
してもらうための周知方法を検討する。

取り組むべき施策② 人材育成・能力開発の支援
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

内容 担当課 商工農政課

施策の方向性 （２）男女の均等な雇用機会と待遇の確保

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 0

（計画どおり取り組むことが出来た） 2

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

根拠
R1 R4 R7 R12

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課

男女共同参画に関する市民意識調査15.8（R2) ‐ 30.0 40.0 協働安全課

　引き続き、事業所との交流する機会の多い商工会
等と連携し、より事業者の目に届く形で啓発を実施
していく。

取り組むべき施策① 労働環境の整備

・事業所に対して、育児・介護休暇に関する制度などの啓発に取り組みます。
・労働安全衛生といった労働条件の向上など、適正な雇用・労働環境の整備推進を啓発します。

実績及び評価

担当課 実績

職場で男女が平等であると感じる女性の意識（％）

成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

商工農政課☆1

・広報紙やホームページの周知に加え、リーフレットを
商工農政課窓口に設置し、啓発に取り組んだ。
【広報掲載】
・特定最低賃金改定
・働き方改革出張相談窓口
・産業医等による健康相談窓口
・仕事と介護の両立支援セミナー
・働き方改革セミナー
【リーフレット】
・愛知県最低賃金
・労働相談のご案内
・仕事と介護の両立支援セミナー
【ホームページ】
・愛知県最低賃金
・無期転換ルール
・３６協定

　より多くの事業所に情報を届ける必要がある。 B
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内容 担当課 商工農政課
・女性の働く権利の保障と男女が平等に扱われる職場づくりに向け、男女の雇用機会の均等を図るよう事業所への啓発に取り組みます。
・結婚や出産、育児などの理由で離職した女性が、再び働くことができるような支援に努めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

商工農政課☆1

・リーフレット等を窓口に設置及び情報をホームページ
で公開した。
・愛知県が行う、再就職を考える女性を応援する「マ
マ・ジョブ・あいち」の出張相談を岩倉で実施し、10人
（託児５人）の相談があった。

　より多くの事務所に情報を届ける必要がある。 B
　引き続き、窓口にリーフレットを置き、周知してい
く。

取り組むべき施策② 女性の就労環境改善に向けた普及・啓発・支援
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

協働安全課
商工農政課

商工農政課

秘書企画課

（計画どおり取り組むことが出来た） 7

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

施策の方向性 （３）仕事と家庭が両立できる環境の整備

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 2

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課 根拠
R1 R4 R7 R12

5（R2) 5 7 9 商工農政課 各年度３月31日時点の登録数愛知県ファミリー・フレンドリー企業の登録数（件）

　市内事業者のワーク・ライフ・バランスの普及状況に
ついて正確に把握ができていない。
　より多くの事業所に対し啓発を行っていく必要があ
る。

B
　商工会などの機関と連携を図り、事業所に対し啓
発を行うとともに、普及状況について把握に努めて
いく。

男性職員の育児休業の取得率（％）

・市職員に対し、育児休暇や出産介助のための休暇など各種両立支援制度の利用促進を図ります。
・男性の市職員の育児休業取得促進に向け、管理職を対象にした意識改革や職場マネジメントに関する研修を実施します。

担当課内容

取り組むべき施策① ワーク・ライフ・バランスの普及や多様な働き方と暮らし方の促進

・あらゆる立場の人に、ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、啓発に取り組みます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

・令和４年度、男性の育児休業取得者は、３名であっ
た。令和５年３月７日に育児休業等に関する説明会を
行い、上司を含め１１名が参加した。

　育児休業等に関する説明会や育児休業取得者から
の体験談を聞くことにより、取得に向けての情報を提供
をすることができた。

A
　該当する職員だけでなく、上司に対しても制度を
理解してもらうことにより、職員が育児休業を取得し
やすい職場環境を整えていく。

協働安全課

・広報紙や啓発パネルを活用し、啓発に取り組んだ。
・仕事、家庭以外の選択肢として、市民活動・地域活
動に取り組んでもらえるよう、活動内容の周知に取り組
んだ。

　ワーク・ライフ・バランスという言葉をより多くの方に認
知してもらうことができたが、ワーク・ライフ・バランスそ
のものの考え方や実現方法を学び機会を提供すること
も必要である。

B

　広報紙、啓発パネルに加え、リーフレットなども活
用し、ワーク・ライフ・バランスの啓発に取り組むとと
もに、考え方や実現方法を学ぶ機会を検討する。
　市民向け協働セミナーを開催し、市民活動や地
域活動に対する関心を深める機会をつくる。

商工農政課☆1

・愛知県ファミリーフレンド企業登録：５事務所
・商工会が実施する中小企業向けアンケート調査の中
で、働き方改革の認知度について聞き取りをしており、
その結果を共有した。

・愛知県ファミリー・フレンドリー企業の普及に努めます。
・商工会と連携し、労働時間短縮やフレックスタイム制、テレワークの導入など、多様な働き方の実施に向けた様々な情報を提供します。

5.6 20 10.0 - 秘書企画課
各年度に子どもの生まれた男性職員の
うち、育児休業を取得した男性職員の割

合

秘書企画課☆2
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内容 担当課

長寿介護課
健康課

生涯学習課
子育て支援課

内容 担当課
長寿介護課
子育て支援課

取り組むべき施策② 家庭生活・地域活動における男女共同参画の促進

・働く男女が、仕事と育児や介護などを両立できるようにするため、保育・介護サービスの充実を図ります。

実績及び評価

担当課 実績

　育児講座を27回開催し、延べ424人が参加した。
　子育て世代の関心事項について常にリサーチしてい
く必要がある。

A
　引き続き、家庭の育児力・教育力の向上を図るた
め、講習会等を実施していく。

・育児や介護について学習する機会を増やします。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

子育て支援課

・子育て支援センターにおいて実施している子育て支
援講習会は、コロナ禍により募集人数を縮小して実施
した。また、にこにこフロアーだよりを始めとする子育て
支援センターが発信する情報をホームページに掲載
し、家庭の育児力・教育力の向上を図ることができた。

生涯学習課

・子育て世代を対象とした５講座のうち４講座で託児
サービスを行い、1講座を親子参加型の内容で実施し
た。
・家庭教育冊子「幸せの子育ち・親育ち～あせらず、
ゆっくり、一歩いっぽ～」を作成して、保健センター、子
育て支援センター等子育て世代が利用する公共施設
で配布した。

　名古屋芸術大学との連携講座では、コロナ禍での免
疫力を高める方法をテーマするなど、時代に即た内容
の学習機会を提供することができた。
　若い男性の参加者か少ないため、講座の内容やPR
方法等に工夫が必要である。

B

　家事、育児、介護、看護の講座に関して、対象者
を男性に特化した講座を毎年継続して開催すること
は困難であるが、一般的に女性参加者が多いと思
われる講座においても男性参加者を呼び込めるよう
PR方法の工夫に努める。

取り組むべき施策③ 両立を支える支援の充実

　パパママセミナーで父親に育児や母親支援につい
て学ぶ機会を、また離乳食教室や母親教室で正しい
知識を提供できた。参加者以外や父親向けに正しい
知識を提供できるよう発信するツールを増やしていく必
要がある。

B

　今後も育児について学習や情報交換する機会を
提供していく。また、男性の参加を促していく。
育児に関する情報の市ホームページ掲載を拡大し
ていく。

長寿介護課

・介護保険制度説明会（春季）　さくらの家で開催：参
加者９人
・介護保険制度説明会（秋季）　ホームページに資料を
公開した。

　春季は概ね好評を得られた。
　より多くの市民に参加してもらう必要がある。

B
　引き続き事業を実施することに加え、より関心を
持って参加してもらうため、周知方法を検討する。

健康課

〔育児について学習する機会〕
・パパママセミナー4回　160人　・母親教室6回　38人
・のびのび子育て教室6回　21人　・前期離乳食教室12
回　延144人　・後期離乳食教室8回　延79人

成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

長寿介護課
・広報いわくら11月号に介護者等に関する記事を掲載
し、働く男女の仕事と介護の両立について周知・啓発
を図った。

子育て支援課
・公立保育園と私立の保育施設で連携して、保育ニー
ズに対応することで、仕事と育児を両立できる環境を作
ることができた。

　令和４年４月１日現在の保育実施児童数838人、令和
４年４月１日現在で待機児童は発生しなかったが、年
度途中の入園においては、依然として３歳未満児の保
育ニーズが高い状況にある。

A
　引き続き多様な保育ニーズに応えるため、民間事
業者との連携・協力を強化していく。

　より効果的な周知方法等について検討する必要があ
る。

B
　働く男女が仕事と介護を両立できるよう広報誌等
による周知・啓発に努めていく。
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基本目標３

男女がともに参画する地域社会を形成する

（地域活動環境づくり）
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

各課

協働安全課

（計画どおり取り組むことが出来た） 2

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 1

（全く取り組むことが出来なかった） 0

施策の方向性 （１）政策や方針決定の場への参画の促進

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 0

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課 根拠
R1 R4 R7 R12

実績 成果と課題

各年度４月１日時点の審議会等への女
性委員の登用率

統括主査（グループ長）以上の女性職員の割合（％） 33.3（R2） 34.4 40.0 - 秘書企画課
各年度４月１日時点の統括主査以上の

職員のうち、女性職員の割合

審議会などの委員への女性登用率（％） 30.8 34.8 33.0 35.0 各課

担当課の評価 今後の取り組み

取り組むべき施策① 審議会などへの女性の参画の拡大

内容

・市の審議会などへの女性委員の登用率を向上させます。また、女性が含まれていない審議会などの解消に努めます。

担当課

・多様な人材を確保するため、市民に市民委員登録制度の周知を図るとともに、各課へ情報を提供します。

実績及び評価

担当課

協働安全課☆1

・男性の割合が高い審議会等への女性登用率を高め
るため、男女共同参画行政推進会議を通して女性の
登用を促した。令和４年度においては、全41審議会等
において、188人の女性委員が登用され、34.8％の女
性登用率になっている。

　各課への働きかけにより、女性登用率は上昇してい
るが、女性委員がいない審議会等もあるため、引き続
き女性委員の登用を促していく。
　また、一人で複数の委員会等を掛け持つ状況が
多々あり、男女問わず市政に関わる人材の発掘が急
務である。

B

　全審議会等において、女性登用率35％を達成で
きるよう引き続き、各課へ女性委員の登用を促して
いく。
　人材発掘のため、事前に興味のある行政分野を
登録する市民委員登録制度の周知を行っていく。
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内容 担当課 協働安全課

内容 担当課 秘書企画課

取り組むべき施策② 女性の人材育成と能力開発

・講座や研修などを通して能力開発などの機会を提供します。
・参画意欲のある女性や女性団体のネットワークづくりを支援し、情報交換の場を提供します。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

協働安全課

・愛知県が主催する女性教育指導者研修と財団が主
催する人材育成セミナーに市民１名ずつを派遣する予
定だったが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止のため派遣は取りやめた。
・他の地方自治体が実施する講座や研修のチラシを市
内公共施設に設置した。
・市民活動支援センターにおいて、市民活動団体の
ネットワークづくりの支援を実施した。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、女性教育指
導者研修等に派遣することができず、人材育成・能力
開発の機会を提供することができなかった。
　女性に関する団体相互の情報交換やネットワークづ
くりは十分とはいえない。

C

　愛知県や財団が主催する研修会へ市民を派遣す
るとともに、修了者を審議会等の委員へ登用するよ
う促していく。
　引き続き市民活動支援センターにおいて、市民活
動団体のネットワークづくりの支援を実施していく。

取り組むべき施策③ 市職員の能力の活用と職場環境の整備

・仕事と子育ての両立など、男女がともに働きやすい環境の整備を図っていきます。
・男女ともに幅広い分野の職務を経験できるような人員配置などを行います。
・女性職員の能力活用につながる研修の充実を図ります。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

秘書企画課☆2
・令和４年６月29日、統括主査及び主幹級の女性職員
を対象に、「女性職員キャリアアップ研修」を開催し、12
名の職員が参加した。

　女性職員の「なりたい自分」への道筋を明らかにする
とともに、自分の人生は自分で選択できるという自立心
を醸成することができた。

B
　令和６年４月に組織・機構の見直しを行い、職員
が働きやすい環境や人員配置を目指す。
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

☆３

☆４

☆５

協働安全課

協働安全課
福祉課

長寿介護課
生涯学習課
子育て支援課

市民アンケート
［再掲］国際交流や外国人との共生に満足している市
民の割合（％）

91.1（R2) ‐ 92.0 93.0 協働安全課

取り組むべき施策① 地域コミュニティ活動の充実・支援

自分も社会のために役立ちたいと思う中学生の割合
（％）

75.0 77 78.0 80.0 学校教育課 青少年に関する生活実態調査

教育活動における地域等人材の活用件数（件） 196 160 200 220 学校教育課
地域人材及び外部講師の各年度活用

実績の各小学校の合計

内容

・女性が下支えしながら男性中心に行われてきた地域事業や活動に対し、男女の対等な参画を促進し、それぞれが責任を自覚し、参画していく気運を高めます。
・コミュニティ意識の醸成と地域コミュニティ組織への加入促進を支援し、コミュニティ活動へ平等に参画できるように支援します。

担当課

・地域コミュニティ活動の中心的役割を果たす行政区や、民生委員・児童委員協議会などの育成と活動の支援を行います。また、子ども会、婦人会、老人クラブなど、
地域で活動する団体において男女がともに活発に活動できるよう支援します。

男女共同参画に関する市民意識調査

ボランティア養成講座受講者数（人） 10

地域で男女が平等と感じる女性の意識（％） 33.7（R2) ‐ 40.0 50.0 協働安全課

33 65 80 福祉課
社会福祉協議会主催のボランティア養

成講座の年間受講者数

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課 根拠
R1 R4 R7 R12

（計画どおり取り組むことが出来た） 9

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

施策の方向性 （２）地域社会への参画の促進

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 2
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協働安全課

学校教育課
生涯学習課
子育て支援課

・老人クラブが活発に活動できるように活動費の補助を
している。
・老人クラブの役員は33人中５人が女性であり、昨年度
から増減なし。また、各地区の単位クラブには女性部
長がおり、女性部としての活動も行っている。

　老人クラブの女性役員等の登用率が低い。 B
　老人クラブでの女性役員の登用率を上げるように
努める。

生涯学習課☆1

・社会教育関係団体の活動に対して、支援を行った。
①社会教育関係団体に育成補助金を交付した。（4団
体　3,219,000円）
②社会教育関係団体に対し施設会場使用料等の減
免を行った。

　団体への補助金や、施設使用料の減免により、地域
で活動する団体への支援を行うことができた。

B
　引き続き社会教育関係団体への支援を行うととも
に、各種ボランティアの支援に努めていく。

福祉課☆2

・ボランティア養成講座受講者募集の広報を行い、養
成講座へは職員を派遣し、福祉制度等の講義を行っ
た。
 ・毎月定例で開催される民生委員児童委員協議会や
各種委員会へ参加し、活動支援を行った。

　ボランティア養成講座の受講者を増やすため、様々
なツールを使い募集する等、工夫した周知・広報が課
題である。
 　民生委員・児童委員の一斉改選の年度にあたり、新
たな体制下で円滑に民生委員児童委員活動ができる
よう活動支援を行った。

B

　引き続き、ボランティアの養成について社会福祉
協議会への支援を行う。
　民生委員児童委員役員会等において、活動内容
等を一緒に検討していく。

・市民活動団体の活動拠点となる市民活動支援センターを運営します。
・公益的な活動を行う市民活動団体へ助成金を交付するなど、団体の活動を支援します。

・ＰＴＡや子ども会などの活動に父親も母親もともに参画し、地域活動の輪を広げていけるよう支援します。
・子どもの健やかな成長を図るため、性や年齢を問わず地域ぐるみで子どもを見守り、子育てを支援する環境を整えます。

内容 担当課

子育て支援課☆1

・岩倉市子ども会連絡協議会に活動費として1,345,300
円を補助した。
・例年、岩倉語り部の会と岐阜空襲を記録する会の協
力を得て行う平和を考える会は、会場を第三児童館と
し参加も第三児童館および第七児童館の子どものみ
の参加とした。

　児童数の減少とは対照的に、習い事の増加と親の役
員への負担感から、子ども会離れが進む中、新規会員
を勧誘するのを狙いとして、幼稚園、保育園に通う園
児を対象に芋ほり体験「イモイモ大作戦」を行った。
　また、役員の負担を軽減するため、行事を見直して
いくことも必要だと考える。

B
　会員数や役員の担い手の減少等課題がある中、
脱退、解散という選択の他に、存続できる方法を岩
倉市子ども会連絡協議会と共に考えていく。

取り組むべき施策② 市民活動・市民協働の活性化

成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

協働安全課☆1

・行政区役員を対象に、地域リーダー協働講演会を実
施した。
・行政区の運営が円滑に行えるよう「行政区の手引き」
を作成し、全30行政区に配付した。
・行政区が独自に魅力的な活動に活用できる区育成
補助金や、区が所有する公会堂の修繕等に活用でき
る公会堂建設費等補助金など各種補助金を交付し
た。

　地域リーダー協働講演会を開催することで、人口減
少社会における行政区の役割の重要性や、定年延長
等地域の担い手不足を改めて認識してもらい、様々な
人材が参画することの大切さを学んでもらうことができ
た。
　行政区に対して財政支援することでその活動を支援
するとともに、子ども会など地域で活動する様々な団体
の支援にもつながっている。

B

　引き続き、地域リーダー協働講演会を実施すると
ともに、各小学校区において住民が自分たちが地
域で何ができるのかを考える場を設け、一人ひとり
が地域活動に参画していく機運を高めていく。
　行政区の活動が円滑に進むよう、相談を受けた
り、財政支援を行っていく。

実績及び評価

担当課 実績

長寿介護課☆1
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生涯学習課

・青少年問題協議会専門委員会　年３回開催
・街頭啓発活動　年3回
・放課後子ども教室　開催日数33日　参加人数3,655
名

青少年健全育成のため、関係団体から選出されて委
員で情報交換を行うとともに、街頭啓発を実施して、地
域で子どもを見守ることの周知を行った。
放課後子ども教室は、子どもの居場所づくりを目的と
して、もの作りや体験学習等を行った。地域の人たち
に指導員となって協力を得ることで、社会全体で子ども
たちを健やかに育むことができる環境づくりに努めた。

B

青少年健全育成のため、会議を開催し、情報交
換に努めるとともに、街頭啓発活動を継続する。
放課後子ども教室を開催することで、子どもの居
場所を地域の人材である指導員の協力を得て維持
していく。

子育て支援課

・岩倉市児童館母親クラブでは愛知県母親連絡協議
会から依頼を受け、交通安全の啓発マスコット作りを
行った。
・岩倉市児童館母親クラブの行事である「おこしものづ
くり」は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の
ため中止となったが、感染に留意しながら活動できるも
のをということで、子どもたちと共に楽しむ「モルック大
会」や、岩倉市婦人会の指導の下、防災対策の一環と
して災害時における料理講習を行った。
・各地域のゆうわ会のご協力の下、地域交流会を３月
に開催した。短い時間ではあったが、ゲームや工作な
どを行い子どもたちと共に楽しい時間を過ごすことがで
きた。

　関係団体の高齢化に伴い継続が困難となっている。
　「おこしものづくり」は愛知の郷土料理なので継続す
るために実施方法に配慮が必要だと考える。
　新しく始めた「モルック」や料理講習についても持続
していけるよう努める。

B

　母親クラブの若い世代への継承と共に、新しい母
親クラブの形を検討する。
　ゆうわ会会員の方を「地域交流会」として児童館に
お招きする方法に加え、多世代交流センターさくら
の家や南部老人憩いの家と協力して地域とのかか
わりが持てるよう検討する。

　市民活動支援センターをNPO法人に委託すること
で、市民活動団体目線で支援を行えることができてい
る。ただし、市民向け協働研修は、市が直営で実施し
ているため、新たな市民活動の担い手を発掘し、滞り
なく支援をしていくためには、より市民活動支援セン
ターとの連携が必要となってくる。
　市民活動助成金により財政支援することで、市民が
主体となり、公益的な活動を行うことができているが、
最大交付期間が３年であり、それ以降も見据え支援を
していく必要がある。

A

　引き続き、市民活動支援センターをNPO法人に委
託する。受託者と連絡を密にし、市直営事業、支援
センター事業の充実を図っていく。
　市民活動助成金の制度を改正し、団体への支援
の幅を拡充していく。

学校教育課☆3,4

・地域の団体等が登下校中の子どもの見守り活動を
行った。（令和4年度通学路安全ボランティア登録数
284人）
・各小学校で本に親しむ環境づくりのため、ボランティ
アが読み聞かせ等を行った。
・地域の人材を学校間で情報共有し、地域人材の活
用に努めた。（実施160件、435人）

　多くの地域人材を活用し、教育活動の充実を図ること
ができた。
　地域人材の発掘や活用など、地域との連携を図る必
要がある。

B
　地域や保護者の意見を聞くとともに、地域や保護
者と連携した教育活動に努める。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

協働安全課

・市民活動支援センターの業務をNPO法人に委託して
おり、利用者が必要とする講座などの支援を柔軟に実
施することが出来た。
・新たな担い手を発掘するため、FUTURE SESSIONな
ど市民向けの協働セミナーを開催した。
・公益的な活動を行う市民活動団体への補助金である
市民活動助成金を11団体が活用し、合計1,133,000円
を交付した。
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協働安全課

学校教育課

・愛知県事業（地域における日本語教育モデル事業）
の修了者を中心に設立した「いわくらにほんごクラス」と
初期日本語教室を行政との協働事業として実施した。
・岩倉市国際交流協会が行う交流事業等に補助金を
交付し、国際交流促進に寄与した（一部コロナ禍により
未実施）。
・国際交流員により多文化紹介や外国語授業の補助
を行い、小中学生や市民への多文化理解促進を図る
ことができた。
・外国人サポート窓口を設置し、外国籍市民に、行政
手続を一元的かつ多言語で案内し、手続支援や相談
等を行うことができた。
・出入国在留管理庁が試行運用した電話通訳サービ
スを導入し、多言語対応の充実を図った。

　日本語教室は、開講期間が限定される。また、協働
事業の今後の継続方法を検討する必要がある。
　外国人サポート窓口は外国人支援員（通訳）の多言
語対応には限界がある。ポケトークでは対応できるが
伝わりづらい面もある。
　電話通訳サービスは17言語に対応しており、対応言
語の幅が広がった。

B

　外国人対象の初期日本語教室を市民活動助成
金の行政提案・協働事業コースの対象事業により
実施してきたが、今後の支援の在り方を検討する。
　引き続き、岩倉市国際交流協会の事業に対し、協
力支援を行う。
　外国人サポート窓口を継続していく。通訳につい
ては、国の通訳支援である電話通訳サービスを本
格的に活用していく。

学校教育課☆5

・小中学校において、国際理解の学習を実施した。
・中学生海外派遣事業は、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大防止のため、派遣ではなくオンラインでモ
ンゴルの中学生と交流した。
・外国にルーツを児童生徒が学校生活に適応できるよ
うに指導するとともに、日本語指導を実施し、適切な教
育活動に努めた。

　国際交流員が各学校に出向いて交流したり、様々な
国籍の講師を招いたりして、国際理解を深めた。
　ICTを活用して派遣事業の代替行事を行うことがで
き、視野を広げる体験ができた。
　外国籍の保護者とのコミュニケーションにおいて、使
用する言語が多様化しており、情報伝達が課題となっ
ている。

A

　学校教育において、人権意識に基づいた国際理
解の学習を実施する。
　海外との交流事業を継続していく。
　外国にルーツをもつ児童生徒が、日本の学校に
適応するとともに、日本語能力が向上し、適切な教
育活動が受けられるように努める。

担当課の評価 今後の取り組み

・多文化共生社会の実現に向けて、国際理解を深める学習を実施します。
・多様な生活習慣、文化などを体験し、視野をひろげるとともに、国際感覚を養うため、中学生海外派遣事業を実施します。
・外国籍の児童生徒が学校生活に適応し､安心して学べる環境を確保するため､日本語ポルトガル語適応指導教室を設置し、個の能力に応じた指導を実施します。

内容 担当課

取り組むべき施策③ 地域における国際理解と多文化共生の推進

・多文化共生社会の実現に向け、国際交流協会などと協働し、外国籍市民などとの相互理解を図る学習機会の充実に努めます。
・国際交流員による国際理解教育を実施します。
・外国人サポート窓口を設置し、窓口での手続きのサポートや日常生活に関する情報の提供、相談など外国籍市民などの生活の支援を行います。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題

協働安全課☆5
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

内容 担当課
協働安全課
福祉課
健康課

取り組むべき施策① 地域リーダーの育成

・地域の防犯・防災活動や福祉・保健活動など地域コミュニティのリーダーとなる女性の人材育成を進めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

協働安全課

・岩倉市防犯ネットワーク会議（構成員30名うち女性7
名）年4回開催
・災害ボランティア講座の実施。（参加者31名のうち女
性16名）
・新型コロナウイルス感染症の影響により規模縮小と
なったが、雨天中止となった五条川各小学校以外で防
災訓練を実施し、感染症流行下における避難所設置
訓練・運営訓練を実施することができた。

　防犯ネットワーク会議の開催により、市内の防犯に関
する情報共有し、防犯に対する意識向上を図りつつ女
性の人材育成に努めた。
　新型コロナウイルス感染症の影響により規模縮小で
の開催となったが、制限のある中、実施できる訓練のか
たちを検討し実施し、地域の防災力の向上を図った。

B

　防犯、防災に関する女性目線での活動や人材育
成に努めていく。
　防災訓練の実施方法を検討し、充実した防災体
制の構築を図る。

福祉課

・市と協力して地域で防災活動等に取り組む岩倉市赤
十字奉仕団が、日本赤十字愛知県支部の実施する
「防災ボランティア・地区リーダーフォローアップ研修
会」に４名、「赤十字奉仕団基礎研修会」に１名、「赤十
字奉仕団リーダーシップ養成研修会」に1名、「幼児安
全法指導員」の指導員研修に２名、「赤十字救急法」の
指導員研修に２名が参加し、スキルの維持・向上に努
めた。

　研修を実施することで、防災に関する人材育成が進
んだ。

B 　引き続き、赤十字奉仕団の人材育成に努める。

地域リーダー協働講演会の参加者数

ひとり暮らしや心身に障がいがある状態になった時の
相談相手や助け合ったりする友人・知人がいる市民の
割合（％）

51.8(R2) 51.9(R4) 55.0 60.0 福祉課 市民アンケート

地域リーダー人材育成のための研修などの受講者数
（人）

71 25 85 100 協働安全課

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課 根拠
R1 R4 R7 R12

（計画どおり取り組むことが出来た） 13

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

施策の方向性 （３）地域ネットワークによる地域活動環境づくり

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 1
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内容 担当課 協働安全課

内容 担当課

福祉課
健康課

学校教育課
生涯学習課
子育て支援課

取り組むべき施策③ 子どもや若者の育成支援のためのネットワークづくり

・不登校、ひきこもり、ニートなど困難を抱える子どもや若者の支援を行うとともに、ネットワークづくりに努めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

福祉課☆2

・ひきこもりに関する相談や対応について、関係課や
保健所、医療機関と連携して取り組み、ネットワークづ
くりに努めた。
・１８歳未満のひきこもりや不登校児及びその保護者の
居場所として市民活動助成金交付事業（行政提案）を
活用し「いわくらみんなのサロン」を実施した。

　保健所や精神保健福祉センターとひきこもりに関する
対応について協議を行った。また、ひきこもりに対応す
るための研修へ積極的に参加した。

B 　引き続き、ひきこもり等の居場所づくりに取り組む。

　今後も各推進員の養成や学習の機会を提供し、
それぞれの活動を推進、支援していくとともに市民
への周知、啓発を進めていく。
　また、地域にあった活動に向けて各活動の在り方
を検討していく。

成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

取り組むべき施策② 地域リーダーのネットワークづくり

・地域が抱える課題などを情報交換する場を設けるなど、地域リーダーのネットワークづくりを図ります。

実績及び評価

担当課 実績

協働安全課☆1

・区長会において、年３回協議会を開催し、区長同士
が協議する場を設けるとともに、地域課題の再認識、
解決のきっかけとなるよう地域リーダー協働講演会を
開催した。
・地域の担い手不足など地域の抱える課題の解決を図
り持続性の高い地域づくりを進めるため、「未来寄合」
を開催した。

　各行政区における事例を共有することで、他の行政
区の課題解決のヒントを得ることが出来ている。
　しかし、区民からのニーズが多様化しており、一つの
行政区だけで解決できない問題もある。また、区長は1
年で交代するため、問題意識を持っても解決まで取り
組むことができない。
　未来寄合では男女問わず、住みやすい地域となるた
めの意見を出し合い、課題を共有することができた。

B

　区長会協議会を継続して、区長同士の情報交換
を図るとともに、他自治体の事例も紹介していく。
　既存の地域活動だけではなく、新たな活動につい
ても検討していく。
　未来寄合を実施した後、抽出した課題を地域づく
りに生かせるよう全庁的に取り組む。

健康課

・保健推進員158人（女性148人、男性10人）
    保健推進員会議3回開催
・食の健康づくり推進員（女性12人、男性1人）
    学習会12回開催

　地域における健康づくりの推進活動は、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大防止対策を講じ実施し、コロ
ナ禍前の活動状況に回復しつつあるが、推進員数は
減少傾向にある。
　新たな担い手や男性の人材育成につながるよう、地
域での健康づくり活動を検討する必要がある。

B
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子育て支援課☆2

・岩倉総合高等学校生徒との連携行事である「親子
ハッピータイム」は２回開催予定だったが、学校側の都
合により１回のみの開催となった。
・第一児童館において開催した「にこにこシティいわく
ら」は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の
ため、密を避けるため２部制で開催した。
・令和４年度より児童館の中学生専用タイムを、中高生
専用タイムと名称を変えた。利用者数は、延べ1,009人
と　昨年度と比べ増加傾向にある。専用タイムが、自分
たちだけが特別に利用できる時間として認識されてき
ていると感じる。

　南中ふれ愛フェスティバルに参加し、児童館が中学
生になっても気軽に利用できる「居場所」であることを
PRした。
　現在児童館を利用している中学生が高校生となった
時も、引き続き児童館を「居場所」として利用できるよ
う、PRと共に職員も対応能力の向上のため研鑽に努め
る。

B

　中学生になっても児童館を利用してもらえるよう小
学生、ひいては幼児の頃から職員との関係性の構
築及び児童館への愛着心を育成する。
　中学生、高校生の要求に柔軟に対応し、利用を
促していく。

健康課☆2

〔支援について〕
・プレママと新米ママの教室(年6回）、ツインズ交流会
(月1回）
・子育て支援センター相談(月1回)、子育て支援セン
ター健康講座(年1回）
・作業療法士による巡回相談　保育園、幼稚園(認定こ
ども園含む）、児童クラブ、小中学校、あゆみの家巡回
相談
・おでかけひよこ広場、おでかけこっこ広場への協力
〔ネットワークづくりについて〕
・利用者支援会議の開催

　発育発達に困難を抱える幼児、児童、生徒など年齢
に応じた視点で育成支援が必要な場合に、個別に支
援をしているとともに、支援者支援をしていく過程で関
係者のネットワークが作られている。年代の切れ目に途
切れやすい支援を継続できるようネットワークの強化に
努める必要がある。

B

　引き続き子どもの育成支援に向けた活動を継続し
ていく。
　必要な支援につなげるために、さらに他部署や他
機関との連携を図っていく。

学校教育課☆2

・学校や適応指導教室のカウンセラー、市役所に配置
しているスクールソーシャルワーカーが相談窓口とな
り、状況に応じて連携し支援を行っている。
・メンタルフレンドは、希望に応じて派遣し、話し相手に
なるなど支援を行っている。（令和４年度利用者１人）

　不登校児童生徒は増加傾向にあり、要因が多様であ
るため課題が多い。

B
　不登校の児童生徒や保護者をサポートする体制
の充実に努める。

生涯学習課☆2
・岩倉市青少年問題協議会　年1回
・岩倉市青少年問題協議会専門委員会　年3回

　青少年問題協議会及び同専門委員会を通じて市内
の関連機関との関係は構築できている一方で、市役所
内部においては、困難を抱える子どもや若者への対応
は関係各課が個別に行っている状況にあり、関係各課
が連携して支援を行っていく体制を整えることが望まし
い。

B

　引き続き青少年問題協議会及び同専門委員会を
通じて市内の関連機関とのネットワークを維持して
いくとともに、研修会等へ出席して青少年の健全育
成支援に関する情報収集と研究に努めます。
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内容 担当課

協働安全課
福祉課
健康課
消防本部

避難行動要支援者名簿や個別避難支援計画に
ついて周知を図り、自主防災会や民生委員児童委
員など、地域の協力を得ながら取り組む。

健康課☆2

・保健推進員活動…健康教育74回延1,235人参加、歩
け歩け運動113回延1,828人参加、健康体操等66回延
1,107人参加
・食の健康づくり推進員活動…学習会等12回59人参
加

　男性の保健推進員や食の健康づくり推進員は数名
いるため活動に意見が反映できているが、推進員活動
への男性の参加にはつながっていない。

B

　男性の保健推進員、食の健康づくり推進員及び
男性参加者の増加につながる周知・啓発を行うとと
もに、男性が参加しやすい企画を推進員とともに検
討していく。

消防本部総務課☆2

・女性消防団員
　機能別団員（女性５名）を創設し、各種啓発活動を実
施した。
【活動内容】
①大型量販店において住宅用火災警報器普及啓発
活動を実施。
②イベント会場での消防団加入促進を実施。
・少年消防クラブ
　新たな取組みとしてクラブ員である各小学校の６年生
を対象に、火災予防塾と称した授業を行った。
　また、希望者を対象に消防士一日体験塾を実施し、
様々な訓練体験を実施した。（計１４名参加）

・女性消防団員
　機能別団員の活躍により、消防団活動への魅力が発
信され、女性消防団員（５名）の加入に繋がった。団員
の年齢層が高いことから、若い世代への消防団の周知
が必要である。
・少年消防クラブ
　全クラブ員を対象とした授業を実施することができ、
防火に関する興味、関心を深めることができた。

B

・女性消防団員
　機能別団員による応急手当指導の補助など、活
動の幅を広げていき、より活動の魅力を発信し、消
防団員の確保に努めてく。
・少年消防クラブ
　令和５年度からは、全６年生児童をクラブ員とする
のではなく、希望者を募る方法に変更し、事業内容
の充実を検討していく。

取り組むべき施策④ 防犯・防災活動や福祉・保健活動への参画の促進

・地域の防犯・防災活動や福祉・保健活動など地域住民が主体となった公益的な活動に対する助成や支援の充実を図ります。また、男女の多様な視点や能力が、こ
れらの活動に反映されるよう努めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

協働安全課☆2

・地域のパトロール隊ごとにボランティア保険の加入及
び資材の貸出し、パトロール活動の支援を行った。
・自主防災組織が防災用備品を購入する際の補助で
ある防災対策用備品等整備費補助金を18件、67万円
の活用があり、自主防災組織の設備の充実を図りまし
た。
・市内13の自主防災組織で計15回、防災訓練・講話が
開催され、効果的な訓練となるよう市職員が講師を担う
などの支援を行い地域の防災体制の強化を図りまし
た。

　従来から地域活動については、区長、役員が中心と
なっているため、防災・防犯活動に女性や若い方の参
加はあまりないが、防犯パトロールや地区の防災会等
に参加される女性や若い方もいるので、そういった方を
増やせるように啓発等を考える必要がある。

B
　防災・防犯活動に地域の女性、若い方の意見・ア
イデアなどを取り入れ、市民が幅広く参加し、地域
の防災・防犯力を高めていく活動を実施していく。

福祉課☆2
・985人の避難行動要支援者名簿を作成し、148人の
個別避難支援計画を地域の自主防災会と民生委員児
童委員の協力により作成した。

　避難行動要支援者名簿を作成し、個人情報の提供
同意が得られた人については、自主防災会と民生委
員児童委員に名簿提供を行い、個別避難支援計画の
作成をしたことにより、地域において、災害時に一人で
避難することが困難な方の情報を共有し、支援できる
体制の整備を図った。

B
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内容 担当課 環境保全課

環境保全課

・環境フェア
　実行委員会（14名中9名が女性）での会議、また、当
日の運営・準備の場で、いくつかの市民団体等で多数
の女性が活躍している。
・環境審議会委員
　12名中6名が女性で会議の場において、活躍してい
る。
・廃棄物減量等推進協議会
　18名中7名が女性で会議の場において、活躍してい
る。
・環境基本計画検討委員会
　14名中6名が女性で会議の場において、活躍してい
る。

　様々な場面において、女性の視点からの意見等をい
ただき、環境基本計画の策定や環境行政に活かすこと
ができた。

A
　引き続き様々な機会において、女性委員の登用
や女性の参加を働きかけていく。

取り組むべき施策⑤ 環境活動への参画の促進

・地球温暖化の防止や生物多様性の保全などの環境に関する課題を解決するため、女性の視点や能力を地域での環境活動に生かすことができるよう支援します。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

28



基本目標４

多様な家庭の安心な暮らしを形成する

（家庭生活環境づくり）
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

☆３

☆４

☆５

☆６

☆７

☆８

☆９

☆10

☆11

年間延べ受講者数

児童館利用者数（放課後児童クラブを除く７館月平均）
（人）

1,219 708 1,300 1,400 子育て支援課
児童館の総利用者数から、放課後児童
クラブ利用者数を引いた人数÷7÷12

子育ち・親育ち講座受講者数（人） 2,007 1564 3,000 3,100 生涯学習課

子育て支援センターの年間延べ利用者
数（大人と子どもの合計、おでかけひよ

こ・こっこは除く）

待機児童数（保育園）（人） 0 0 0 0 子育て支援課

各年度3月31日時点の援助会員数

子育て支援講習会参加者数（人） 527 424 660 780 子育て支援課
子育て支援センターで実施した育児講
座の年間延べ参加者数（大人と子どもの

合計）

ファミリー・サポート・センター援助会員数（人） 74 75 80 85 子育て支援課

乳幼児健康診査問診票（4か月児、1歳6
か月児、3歳児）で「そう思う」、「どちらか

というとそう思う」と答えた人

子育て支援や相談など児童福祉に満足している市民
の割合（％）

77.7（H30) ‐ 83.0 85.0 子育て支援課 市民意向調査

この地域で今後も子育てをしていきたいと思う人の割
合（％）

95.2 95.2 96.0 97.0 健康課

各年度4月1日時点の待機児童数

子育て支援センターの利用者数（人） 17,309 13425

市民アンケート

放課後児童クラブの利用定員数（人） 375 405 460 460 子育て支援課
各放課後児童クラブに設定した定員数

の合計

子育て支援課 市民意向調査

母子保健サービスに満足している市民の割合（％） 95.0（R2) ‐ 96.0 97.0 健康課

幼い子どもを育てる所として“良い”と思う市民の割合
（％）

30.8（H30) ‐ 38.0 40.0

19,600 22,000 子育て支援課

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課 根拠
R1 R4 R7 R12

（計画どおり取り組むことが出来た） 5

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

施策の方向性 （１）多様なニーズに対応した子育ての支援

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 1
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内容 担当課 健康課

子育て支援課

健康課
生涯学習課
子育て支援課

成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

健康課☆2,3,4

・パパママセミナー4回　160人
・のびのび子育て教室6回　21人
・こどもの救命講習会1回　19人

(コロナウイルス感染拡大防止のため中止）
・4か月児健康診査における子育てサポーターによる
子育ち親育ちに関する講話

　パパママセミナーで父親の役割等について説明し、
育児参加につなげている。のびのび子育て教室は、子
どもとの関わり方や遊び方を指導し、健全な親子関係
の構築に役立っているが1回の平均参加者数が3.5人
であるため、より多くの保護者に情報提供できるよう検
討する必要がある。
　父親に対しては産後の身体や心の変化について理
解を深めるために情報提供を行う必要がある。

B

　4か月児健康診査時の集団指導を再開し、子育ち
親育ちに関する講話を聴く機会を提供する。のびの
び子育て教室に代わり食事・歯の健康・発達につい
ての内容を網羅した1歳おめでとう教室を年12回に
拡大して実施することで、より多くの親子に情報提
供する機会を作る。パパママセミナーや4か月児健
診等でアンケート調査を実施し、父親が知りたい情
報を把握し、父親のニーズに合わせて情報提供す
るよう努める。

取り組むべき施策② 子育て、子育ち・親育ち支援

内容

・公立保育園と私立幼稚園、認定こども園などの民間保育施設との連携を進めるとともに、保育園送迎ステーションや、一時保育、病児・病後児保育、休日保育などの
保育サービスの充実に努めます。
・放課後児童健全育成事業の充実に努めます。
・ファミリー・サポート・センターの会員拡大や、子育てサークル活動の育成及び支援を進めます。

担当課

・子育て支援センターや生涯学習センターの子供ルームなどの子育て支援施設が連携し、地域の親子の居場所づくりを進めます。
・保健センターや子育て支援センターなどにおいて、夫婦で参加できるセミナーや親子教室など家庭の教育力を高めるための情報交換や学習の機会拡充を図るとと
もに、子育ち・親育ち推進事業などにより、妊娠や育児、親の役割などの情報の提供に努めます。

実績及び評価

担当課 実績

成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

健康課☆1,2,3,4

・成人式で女性の健康に喫煙や飲酒が及ぼす影響や
妊娠初期の対応、親としての役割、女性特有の疾病予
防などについて資料を配布している。
・利用者支援会議12回
・産後ケア9件　29日間・マタニティコール244件　・おめ
でとうコール421件　・新生児訪問指導611件　・面接指
導56件
・パパママセミナー4回160人参加、子育て支援セン
ターの情報提供(4か月健康診査にてチラシ配布）
・健診に心理士、助産師等を配置し、専門職が母親の
育児不安に対応をしている。

　子育ての関係機関との連携をとることで、母や子に対
し適切な支援につなげることが出来ている。
　産後ケア事業（宿泊型）は、委託医療機関を拡大し、
利用者が増加し、支援が充実した。
　パパママセミナーで父親の役割等について説明し、
育児参加につなげている。
　若い世代への健康づくりに関する知識の普及はなか
なか進まない状況である。

B

　健康づくりを啓発するチラシを同封し、若い世代
に健康づくりについて情報提供していく。
①産後ケア事業（訪問型）の開始等、産前・産後サ
ポートのさらなる充実を図っていく。
②母子保健事業の個別通知に保護者を対象とした
健康づくりについて情報提供していく。

取り組むべき施策① 母子の健康づくりの支援

・小中学校との連携や成人式などの機会を活用して、女性の健康に喫煙や飲酒が及ぼす影響や妊娠初期の対応、親としての役割、女性特有の疾病予防などについ
て啓発します。
・保健センターと子育て支援センターがさらに連携し、妊娠期から子育て期にわたる継続的・包括的な支援を充実させます。
・子育てに関する社会資源の情報提供及び産後ケア事業など必要な産前・産後サポートの充実に努めます。
・妊娠・出産に対する父親の理解と子育てへの参加促進のため、関係機関との連携を図り、講座の開催や情報提供を行います。
・母親の育児不安の軽減などのために、健診時における相談支援の充実を図ります。

実績及び評価

担当課 実績
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新型コロナウイルス感染症対策を実施しながら公立保
育園及び私立の保育園・認定こども園における日常の
保育、さらに保育園送迎ステーション、一時保育、病
児・病後児保育を引き続き実施し、幼児教育・保育
サービスの充実を図ることができた。また、令和４年度
から民間保育施設の定員を増加することで、３歳未満
児の保育ニーズに対応し、待機児童を解消した。
ファミリー・サポート・センターでは、保健センターや地
域交流センターへ事業紹介のチラシを設置し事業の
周知及び会員募集を行うとともに交流会を開催し、会
員同士の交流や利用の促進、援助会員への勧誘を行
い会員数の増加に繋げた。
地域の子育て世代の交流の場として地域交流セン
ター等で実施している、０歳児を対象としたおでかけひ
よこ広場及び１歳児を対象としたおでかけこっこ広場に
ついても、コロナ禍のため、引き続き事前予約制とし、
新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を行いながら
実施し、子育て世代の交流の場を提供することができ
た。

・一時保育利用実績　延べ2,182人
・病児保育利用実績　延べ131人
・病後児保育利用実績　延べ54人
・病児・病後児保育市外施設利用料補助金実績延べ３
人
・休日保育利用実績　延べ61人
・民間保育施設の定員を増加することで、３歳未満児
の保育ニーズに対応することができた。

A

　引き続き多様な保育ニーズに応えるため、民間事
業者との連携・協力を強化していく。また、地域の親
子の居場所や子育て中の親子の交流や育児支援
の場を提供を行っていく。

生涯学習課☆2,3,4,9

・生涯学習センター子供ルームの利用者数5,168名
（令和3年度　4,044名）
・子育ち親育ち講座　開催回数58回　参加者数1,564
名（令和3年度19回　855名）
・マタニティ＆キッズコンサート参加者数292名（令和3
年度　135名）
第1回　（第1部）78名　（第2部）69名
第2回　（第1部）70名　（第2部）75名

　子育ち親育ち講座を開催することにより、子育て期の
親の学びの場を提供するとともに、情報誌等により子
育て情報を提供することで子育てに役立つ知識や心
構え等を普及することができた。
マタニティ＆キッズコンサートを開催し、小さな子どもが
いる人や妊娠中の人に生の演奏を聴いてもらえる機会
を提供することができた。

B

　子育ち親育ち講座に関しては、今後も引き続き開
催していく。子育ち親育ち関連の小冊子「いわくら
子育て十七条」を改訂し、家庭教育冊子「幸せの子
育ち・親育ち～あせらず、ゆっくり、一歩いっぽ～」
を作成した。子育て期の親の成長に役立ててもらう
ため、子育ち親育ち講座等での活用を進めている。
　マタニティ＆キッズコンサートは、妊婦や子育て中
の家庭に好評であり、引き続き実施していく。

子育て支援課☆
2,3,4,5,6,7,8,10,11

32



内容 担当課
協働安全課
学校教育課

取り組むべき施策③ 子どもを守る地域環境の整備

・各地域の児童の登下校を見守る活動を支援します。また、こども110番の家の増設を市民・事業者などの協力を得ながら推進するとともに、不審者情報などの発信に
努めます。
・幼児の交通安全意識を育てるため、交通安全教室を開催するとともに、児童の交通安全を地域ぐるみで見守る活動を支援します。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価

学校教育課

・通学路安全推進会議（R4.10.26/市役所）において、
危険・要注意箇所（29箇所）の状況把握と対策方法を
検討した。
・通学路安全ボランティア（R4年度登録者数19団体・
284人）が、児童の登下校を見守る活動を実施した。
・「こども110番の家」の協力者を募集し、17件の新規の
申出があった。

　通学路の安全対策を進めることができた。
　学校と連携し、通学路安全ボランティアの登録数を増
やすことができた。
　ボランティアが継続して活動ができるように、学校と地
域との連携を図っていく必要がある。

B
　学校、保護者、地域が一体となり、安全な環境づ
くりに努める。

今後の取り組み

協働安全課
・岩倉市交通安全母の会による交通安全に関する啓
発活動を行った。また、市内の幼稚園や保育園におい
て交通安全教室を実施した。

　啓発活動として、昨年度作成した交通安全パスポー
トを改訂し、親子で交通安全に対する意識の向上を図
ることができた。また、交通安全教室を開催したことで、
園児の交通安全意識の向上を図ることができた。
　地域のリーダーとして活動できるように、交通安全母
の会の活動を市民に対して広く知ってもらう必要があ
る。

B
　引き続き、交通安全教室の開催や、啓発活動を
実施していく。
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

☆３

内容 担当課 長寿介護課

施策の方向性 （２）高齢者の暮らしの支援

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 1

（計画どおり取り組むことが出来た） 1

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

根拠
R1 R4 R7 R12

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課

年度末受講者数（累計）

介護保険サービスなどの高齢者福祉に満足している
市民の割合（％）

68.5（H30） ‐ 69.0 70.0 長寿介護課 市民意向調査

認知症サポーター養成講座受講者数（累計）（人） 7,798 8796 9,000 11,000 長寿介護課

市民意向調査
市民同士の助け合いによる地域福祉活動に満足して
いる市民の割合（％）

81.0（H30) ‐ 85.0 90.0 福祉課

取り組むべき施策① 高齢者が安心して生活できる環境づくり

・介護サービス提供事業所に加え、地域住民やその他の事業所など、多様な主体で介護予防や日常生活の自立を支援するために、地域の機能の強化を図ります。
・「さくらの家」や「南部老人憩の家」などの活用、社会福祉協議会のサロン活動や認知症カフェへの支援など、地域における交流の場の充実に努めます。
・認知症に関する啓発や講座開催などの学習機会を設けます。
・介護の現場を担う介護人材の確保・定着のための支援に努めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

長寿介護課☆1,2,3

・高齢者交流サロンの活動費の補助金の交付や継続
的な支援、認知症カフェへの支援や周知チラシ等の配
布など通いの場の創出を行った。
・さくらの家や南部老人憩の家の運営、認知症に関す
る講座を開催した。

　高齢者交流サロンの新規立ち上げ補助２件、運営補
助５件。
　新たに２件のサロンが立ち上がったほか、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により休止していたサロンが再
開するなど地域の交流の場の充実りつつあるため、今
後も継続して地域での通いの場の創設について支援
や周知を図る必要がある。

B
　広報誌等で引き続き周知を行うとともに、生活支
援コーディネーターと連携を図り周知に努める。
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内容 担当課 長寿介護課

取り組むべき施策② 高齢者を支える体制の充実と権利擁護

・地域包括ケアシステムの確立に向け、地域包括支援センターの相談・支援体制を充実させるとともに、関係機関との連携強化を図ります。
・認知症サポート医などの専門職による認知症初期集中支援チームでの支援や認知症地域支援推進員の活動促進に努めます。
・緊急通報システム、生活支援型給食サービス事業、すこやかタクシー料金助成などの支援の充実を図ります。
・高齢者を詐欺などの被害から守り、財産管理などを支援するため、地域包括支援センターや尾張北部権利擁護支援センターと連携し、日常生活自立支援事業や成
年後見制度の周知・啓発、利用促進を図ります。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

長寿介護課☆3

・地域包括支援センターの相談・支援体制の充実、関
係機関との連携強化を図った。
①認知症初期集中支援チーム員会議の開催。認知症
地域支援推進員との連携。
②緊急通報システム、生活支援型給食サービス事業、
すこやかタクシー料金助成などの支援を実施。
③地域包括支援センターや尾張北部権利擁護支援セ
ンターと連携し、日常生活自立支援事業や成年後見
制度の周知・啓発、利用促進を行った。

　地域包括支援センター連絡調整会議、認知症初期
集中支援チーム員会議を定期的に開催し連携を図っ
た。
　緊急通報システム、生活支援型給食サービス事業、
すこやかタクシー料金助成など高齢福祉サービスを継
続的に実施した。
　地域住民や民生委員、介護支援専門員等の支援だ
けでは十分に問題が解決できない、適切なサービスに
つながる方法が見つからない等の困難な状況にある高
齢者が増加しており、解決するためにはより専門的な
知識が必要であるため、尾張北部権利擁護支援セン
ターとの連携をより強化する必要がある。

A

　高齢福祉サービスについては引き続き広報等で
周知を行う。
　尾張北部権利擁護支援センターとの連携を強化
する。
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

☆３

内容 担当課 健康課

（計画どおり取り組むことが出来た） 10

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

施策の方向性 （３）生涯を通じた男女の健康づくりの支援

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 1

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課 根拠
R1 R4 R7 R12

市民意向調査
ウォーキングなど軽い運動を定期的に行っている人の
割合（％）

27.6（H30) ‐ 29.0 30.0 健康課

市民意向調査

子宮頸がん検診を受診している女性（20～74歳）の割
合（％）

28.9 21.3 30.0 32.0 健康課
各年度の子宮頸がん検診受診者の割
合（子宮頸がん受診者数/3月31日時点

の20～74歳の女性の数）

生活習慣病予防・健康相談などの健康管理や健康づ
くりのための支援に満足している市民の割合（％）

85.1（H30) ‐ 87.5 90.0 健康課

取り組むべき施策① 性差を踏まえた健康づくり

・性差に応じた健康づくりを支援し、その理解のための情報収集や情報提供に努めます。
・女性特有の疾病として特に乳がん・子宮頸がんについては、予防・早期発見のために受診機会を設け、定期的に受診するよう促進します。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

健康課☆1,2

・妊婦健康診査における子宮頸がん検診受診者　399
人
・子宮がん検診(新たなステージに入ったがん検診総
合支援事業　20歳対象）28人
・集団検診方式での乳がん検診（超音波）390人（マン
モグラフィ）329人・子宮頸がん検診276人・骨粗しょう症
検診398人
・前立腺がん検診146人

　がん検診全体の受診率を高めるため、申し込み方法
や周知、受けやすい日程の検討が必要。

B ・がん検診を受診しやすい体制を整備する。
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取り組むべき施策②

内容 担当課 健康課

内容 担当課
健康課

学校教育課

・子どもを産み育てたいという希望をもちながら子どもができない夫婦の不妊治療の経済的不安を軽減するために、一般不妊治療に対する支援を行います。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

健康課 ・一般不妊治療の助成件数 3件

　令和４年４月から一般不妊治療が保険適用となり経
済的な負担が軽減された。助成対象は保険適用外の
人工授精のみのため、助成件数は3件であった。不妊
治療に取り組む夫婦の経済的負担を軽減するため一
般不妊治療費助成制度について検討していく必要が
ある。

B
　少子化対策の充実を図るために、市独自事業とし
て、保険適用の有無にかかわらず、一般不妊治療
費の助成を行っていく。

不妊治療対策の推進

取り組むべき施策③ 性感染症対策や性教育の推進

・性感染症や望まない妊娠を予防するために思春期からの性教育を実施し、検査や相談を受けやすい環境づくりに努めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

健康課

・広報に世界エイズデーに合わせて啓発記事を掲載
(年1回）
・妊婦健康診査に性感染症の項目が含まれており、受
診率は100％である。

　感染症について広報等を活用しながら周知・啓発を
行った。
　学校での健康教育等、ターゲットとする年代と関わり
のある部署や学校等の関係機関と連携していく必要が
ある。

B

　引き続き、若者の性や妊娠などの健康相談支援
サイト「スマート保健相談室」やエイズについて広報
紙やホームページに掲載し、正しい情報提供の周
知啓発を図っていく。

学校教育課

・岩中で全校生徒約760人、南中で全校生徒約350人
を対象に、保健体育の授業での学習や外部講師を招
いたエイズの問題や感染症予防についての講義を実
施した。

　保健体育の授業や外部講師の活用により、正しい情
報提供を行うことができた。
　性教育にあたっては、学校全体での共通理解を図る
こと、保護者の理解を得ることなどに配慮する必要があ
る。

A
　保健体育の授業や外部講師の活用などにより、正
しい情報提供を継続して実施していく。
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内容 担当課 健康課

長寿介護課
生涯学習課

長寿介護課
商工農政課
長寿介護課
健康課

取り組むべき施策④ 成人の健康づくりの支援

・市民の主体的な健康づくり活動を支援するため、健康に関する様々な取組や関係団体などと連携し、だれもが気軽に健康づくりに取り組める環境づくりに努めます。
・健康づくりに関する知識や生活習慣病に関する知識の提供と健康教育に努めます。
・がんの予防・早期発見のために、がん検診の必要性の周知や受診勧奨、受動喫煙に関する知識の普及、若い世代への予防啓発に取り組むとともに、がん検診の利
便性向上に努めます。
・こころの健康に関する知識の普及啓発を推進するとともに、過度のストレスや悩みを抱える人たちを支援するため、関係機関と連携を図り、相談体制の充実と相談内
容に応じた適切な対応に努めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

健康課☆1

健幸チャレンジ教室３回を２クール 延68人、骨粗しょう
症予防講演会１回延26人、健幸伝道師ミニミニ講座5
回延80人、健幸伝道師出張講座2回延35人
こころの健康講座３回延47人、こころの健康相談24回
延47人
がん検診（胃・大腸・肺・乳・子宮・前立腺含む）延
3,511人

　生活習慣病予防やこころの健康等に関する知識の
提供ができた。
　がん検診は、土曜日の開催やセット検診の実施など
利便性向上に努めたが、受診率向上の取り組みが必
要である。

B
　引き続き、健康づくりや生活習慣病、こころの健康
に関する知識の提供、がん検診の受診率向上等に
取り組みます。

取り組むべき施策⑤ 高齢者の健康・生きがいづくりの推進

【介護予防事業】音楽でパワーアップ！264人（全12
回）、介護予防体操316人（全24回）、介護予防教室
258人（全12回）
【さくらの家自主企画講座】リフレッシュ体操159人（全
12回）、知って得する介護のはなし10人（全1回）、人生
会議について～エンディングノートの使い方～22人
（全2回）、スマホ講座44人（全3回）、回想法を体験して
みませんか？50人（全5回）、初めてさんのクラフトバン
ドでバッグとかご作り43人（全6回）
【老人クラブ文化部】華道120人（全20回）、マクラメ163
人（全21回）、詩吟174人（全24回）、民謡298人（全31
回）、民踊282人（全34回）、ボッチャ178人（全12回）
【シルバー人材センター運営支援】
シルバー人材センターに補助金を交付することにより、
高齢者福祉や地域福祉の向上に努めた。また、公共
施設の清掃や草刈作業等をシルバー人材センターへ
の委託により行った。

・高齢者が職業経験や技能を生かし、生きがいと健康を目的として働く機会を確保するために、シルバー人材センターの運営を支援します。また、就労を希望する高
齢者に対し、ハローワークなど関係機関と連携し、情報提供に努めます。
・いつまでも健康で元気に暮らすため、早期からの介護予防の意識啓発と介護予防事業を実施し、身体や口腔内の健康など、高齢者の総合的な健康づくりを推進し
ます。

内容 担当課

　体操等の講座は人気があり、受講できない人がいる
ため、希望者が多く受講できるよう講座回数等の見直
しが必要である。
　高齢者のデジタル化対応のためスマホ講座を実施し
たが、引き続きデジタル化対応への支援が必要であ
る。

B
　今後も高齢者の健康・生きがいづくりの推進として
講座等を企画・運営する。

・高齢者の地域社会参加や生きがい活動を推進するため、生涯学習やスポーツ活動への参加機会の提供や、生涯学習センターやスポーツ施設などの利用促進を図
ります。また、老人クラブの活動を支援し、高齢者の自主的な団体の育成・支援に努めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

長寿介護課
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商工農政課
・ハローワーク犬山が開催する就職ミニ面接会のポス
ターを駅地下道掲示板に設置し、周知を図った。

　事業主に対し、高齢者の雇用とその職場環境整備に
向けての啓発が、十分できていない。

B

　定期開催会場を１か所拡大し、計４会場で行うなど、
教室開催回数および定員数を増やして実施した。
様々な周知方法で教室参加勧奨しており、参加人数
が昨年度より5倍に増えた。
今後、より多くの人に参加してもらうために指導士を増
やすことや会場を増やすことが必要である。

B
　引き続き、介護予防事業に取り組み、高齢者の健
康づくりを推進していく。

　引き続き、ハローワーク犬山等の関係機関と連携
を図り、就労に関する情報を提供していく。

生涯学習課☆1

【スポーツ大会等】
・第26回市民グラウンドゴルフ大会　68名
・第30回スポーツレクリエーション祭　169名

＜スポーツクラブによる大会＞
歩こう会

【指定管理者共同教室・通年開催教室（総合体育文化
センター）】
活き活き体創　参加延べ人数名　169名

・高齢者向け講座　シニア大学（3学部）受講者169名
・熟年者さわやかセミナー　受講者40名
・生涯学習サークル　72団体（令和４年度登録団体数）

・岩倉市文化協会　28団体　571名（令和４年度団体
数）

　3年ぶりにスポーツレクリエーション祭を実施でき、レ
クスポーツの普及進めることができた。
　グラウンドゴルフ大会の参加者数が減少傾向にある。
　生きがい活動の推進のために生涯学習サークルの
活動を支援しているが、どのサークルも会員の高齢化
が進んでおり、活動の先細りが懸念される。

B

　高齢者の健康促進のため、誰でも手軽に始めら
れるレクスポーツの普及に努める。
　生涯学習講座の企画にあたっては、様々な市民
のニーズに応えられるよう努める。
　生涯学習サークルは、毎年、新たに認定する団体
や廃止される団体があるが、今後も適切な支援を行
う。

健康課☆1

・高齢者の健康づくり事業（シルリハ体操介護予防教
室）3回、延べ32人
・第4期シルバーリハビリ体操指導士養成講座実施（4
期生14人認定）
・シルバーリハビリ体操教室　105回開催(定期・派遣・
保健推進活動含む）参加人数2,762人
・健幸伝道師ミニミニ講座　3回延べ68人、健幸伝道師
出張講座26回延べ716人
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生涯学習課
健康課

【スポーツ大会等】
・第46回岩倉市民球技大会　648名
・第10回いわくら市民健幸マラソン　846名
・第15回愛知駅伝大会
・第31回ダンス＆体操発表会　268名
・スポーツ体験フェスタ　355名
・第26回市民グラウンドゴルフ大会　68名
・第30回スポーツレクリエーション祭　169名

＜スポーツクラブによる大会＞
４コートバレーボール大会、カローリング大会、市民カ
ローリング大会、歩こう会、バルーンアート＆ニュース
ポーツ体験

【スポーツ教室】
＜スポーツ協会による教室＞
ボウリング教室（全2回）　延べ32名
＜スポーツクラブによる教室＞
ミニテニス、カローリング、ラージボール等　水・金・土
曜日
延べ2,163名　全104回
＜スポーツ推進委員による教室＞
・ボッチャ教室　延べ66名

＜新型コロナウイルス感染症の影響により中止した教
室＞
・シュノーケリング教室

【指定管理者共同教室・通年開催教室（総合体育文化
センター）】
　グッドモーニングヨガ　参加延べ人数731名
　産後ケア　参加延べ人数122名
　柴田筋トレ＆ストレッチ　参加延べ人数520名
　ピラティス　参加延べ人数455名
　ナイトエアロ　参加延べ人数14名
　K-POPDance　参加延べ人数274名
　ヒップホップノービスクラス　参加者延べ人数469名
　美姿勢リラックスヨガ　参加延べ人数31名
　やさしい脂肪燃焼エアロ　参加延べ人数252名
　ボクシングエクササイズ　参加延べ人数487名
　ベビーヨガリズミックス　参加延べ人数55名
　ベビーマッサージ＆サイン　参加延べ人数80名
　ママの骨盤エクササイズ　参加延べ人数90名
　デトックスフローヨガ　参加延べ人数18名
　かんたんエアロ&ピラティス　参加延べ人数719名
　アロマリフレッシュヨガ　参加延べ人数480名
　ヨガ＆ピラティス　参加延べ人数669名
　親子ふれあい体操教室　参加延べ人数731名

・スポーツ少年団指導者へ助成金を出すことで、指導
者資格の普及につながった。
・コロナウイルスが第5類に移行したこともあり、中止さ
れていた大半のイベントを再開することができた。
・前年に引き続きスポーツ協会加盟団体の脱退があ
る。

　関係団体と協力しながら、市民がスポーツを身近
に感じられるイベントを開催していく。また、参加者
数が少ないイベントについては市民のニーズに合
わせたものへの変更を検討する

B生涯学習課☆1,3

取り組むべき施策⑥ スポーツ活動の充実

内容
・市民がスポーツをより身近に感じられるように、関係団体と連携して地域におけるスポーツの普及・振興を図ります。また、団体の指導者育成を支援します。

担当課
・五条川健幸ロードを活用した運動事業などを通じた運動指導の充実を図り、関係部署や事業所と連携した取組を推進します。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み
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　骨盤バレトン　参加延べ人数866名
　コロコロッと！身体ほぐし　参加延べ人数654名
　リトルスター＆スターター　参加延べ人数2,204名
キッズダンスベーシック　参加者延べ人数720名
　ランミックス　参加延べ人数９名
　ディスコダンスフィットネス　参加延べ人数640名
　ZUMBA　参加延べ人数471名
　骨盤スリムヨガ　参加延べ人数557名
　活き活き体創　参加延べ人数169名
　ムーンナイトヨガ　参加延べ人数417名

・トレーニング室　利用者数24,529名
・岩倉市スポーツ協会　42団体　会員数1779名
・スポーツ推進委員　15名

・指導者助成
カローリング（B級公認指導員登録料）　２名
カローリング（C級公認指導者登録料）　５名
JSPO公認コーチングアシスタント　７名
JSPO公認スタートコーチ3名

健康課☆1,3

・ポールウォーキング体験講座（４回を２クール 延108
人参加）において、五条川健幸ロードについての情報
を提供した。また、体力チェック（椅子立ち上がりテス
ト）を実施し、運動習慣づくりの啓発と健康器具の周知
を行った。
・㈱今仙電機製作所と協定を結び、協働で講演会を開
催し、歩行診断を実施した。（講演会に延68人が参
加、歩行診断は44人に実施）

　事業の参加者に情報提供を行うことができた。今後も
関係機関と連携しながら、さまざまな事業において運
動に関する情報の周知を行うことが必要。

B
　引き続き、事業など市民が集まる場で運動習慣づ
くりの啓発と五条川健幸ロードの周知を行っていく。
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

☆３

☆４

☆５

（計画どおり取り組むことが出来た） 8

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 1

施策の方向性 （４）多様な家庭への支援体制の整備

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 1

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課 根拠
R1 R4 R7 R12

年間の相談件数

生活・自立支援など障害者（児）福祉に満足している市
民の割合（％）

79.3（H30） ‐ 85.0 90.0 福祉課 市民意向調査

ひとり親家庭相談件数（件） 185 177 200 200 子育て支援課

１年間の延べ相談数
［再掲］生活自立支援相談室における延べ相談数
（件）

478 1037 500 520 福祉課

福祉課
社会福祉協議会登録の障がい関係ボラ

ンティア

グループホームで生活している障がい者の人数（人） 35 58 45 55 福祉課 市内・市外全域利用者

障がい者支援に関するボランティア登録者数（人） 89 89 120 150
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内容 担当課 子育て支援課

福祉課

福祉課
商工農政課

都市整備課
維持管理課

（施設は所管課）

今後の取り組み

子育て支援課☆1

・ひとり親家庭等日常生活支援事業：２世帯
・高等職業訓練促進給付金：1人、自立支援教育訓練
給付金：1人
・就労のための自立支援プログラム　面接：２人　策定：
２人
・母子父子自立支援員相談実績 就労や養育費等に
関する相談：25件、56回　手当や福祉資金に関する相
談：99件、157回
・低所得のひとり親世帯の生活を支援する取組として、
「子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）」
を支給した。支給額は、児童１人当たり５万円で、その
支給実績は、286世帯（児童数425人）に対して2,125万
円となった。

　ひとり親家庭の生活様式の多様化や、取り巻く環境
の複雑化により、一律の支援ではなく、きめ細やかな
支援を行っていく必要がある。

B
　引き続き、ひとり親家庭の親に対し、就業相談や
就業に結びつくための資格取得等を促し、自立を
支援していく。

取り組むべき施策① ひとり親家庭への支援の充実

・母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭に対する自立支援、職業能力の向上、求職活動に関する支援などに努めます。
・自立した生活を送るための各種給付・貸付制度の周知に努めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価

・身体・知的・精神それぞれの障がいの相談に対応できるよう、相談支援体制の充実を図るとともに、関係団体との連携を強化し、適切な相談支援を実施します。
・障がい者が安心して地域での生活を送ることができるよう、サービス提供事業者への支援や在宅福祉サービスの充実を図ります。
・教育関係者、保健関係者、サービス提供事業者、障がい者関係団体などで構成する地域自立支援協議会を中心として関係者との連携を強化し、障がい者の支援に
努めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

担当課

福祉課☆2,3,4

・障がい者相談件数　880件
・手話通訳相談件数　609件
・意思疎通支援
　市行事設置回数　手話通訳９回、要約筆記４回
　手話通訳個人派遣　２８回
　要約筆記個人派遣　２回
・成年後見制度利用支援　手続支援　１件　報酬支援
２件
・地域自立支援協議会　２回開催

　相談内容に応じて、医療機関やハローワーク、障害
者就業・生活支援センター等の就労支援機関、障がい
福祉サービス事業所等の連携が必要な機関につなげ
ることができた。また、手話通訳者や要約筆記者を派
遣し、障がい者の情報保障をすることができた。
　地域自立支援協議会を通じて、障がい福祉サービス
事業所への支援や在宅福祉サービスの充実に向けて
検討した。

　障がいに関する一般相談を行うと共に、総合的専
門的な相談支援が行えるようにうるため、障がい者
基幹相談支援センターの設置に取り組む。

取り組むべき施策② 障がい者の生活の安定と自立のための支援

・ハローワーク、障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターと連携し、雇用の促進や就労、職業定着に関する相談支援を実施します。また、商工会などを通
じて、障がい者雇用に対する理解促進に努めます。

・障がい者を含むすべての人が気軽に外出できるよう、道路や歩道のバリアフリー化やユニバーサルデザインを取り入れた施設の整備を推進します。

内容

B
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内容 担当課

福祉課
長寿介護課
健康課

学校教育課
子育て支援課

商工農政課☆2
・市役所窓口や市ホームページを通して広く障がい者
雇用の促進を呼びかけることができた。

　障がい者雇用に対する理解促進に向けて情報発信
等をしていく必要がある。

B
　引き続き、就労支援機関や商工会と連携し、市内
事務所への啓発を実施していく。

・断らない相談情報共有会議として、困難ケースや担
当者間の悩みを共有する場を定期的に設けることと
し、７回開催した。

　子育て、障がい、高齢者介護、生活困窮に関する庁
内連携の体制は一定程度確保できた。
課題として、民間団体との連携や制度の狭間にあたる
ケースについては、現行の制度では支援が難しく、国
の求める重層的支援体制整備事業を踏まえて検討す
る必要がある。

B
　令和４年度策定の第３期岩倉市地域福祉計画に
おいて、重層的支援体制整備事業を進めていくこと
で、相談・支援体制の充実を図る。

健康課

・乳幼児健康相談12回　延393人　　・こども発達相談
14回　延85人　・こめだか教室12回　延55人　・めだか
教室12回　延80人　電話面接相談970人　面接168人
あゆみの家巡回療育47回192人・小中学校巡回相談2
回23人・児童クラブ巡回相談6回65人・幼稚園巡回相
談7回129人・保育園巡回相談15回132人

　発育・発達に心配がある子どもへの直接支援・相談
をし、必要に応じて医療機関や児童相談センターと連
携している。また、作業療法士が関係する福祉課・子
育て支援課・学校教育課と一緒に各関連団体への巡
回相談支援をし、情報共有している。切れ目のない支
援を継続するために、今後は学童期以降の連携が課
題である。

B
　今後も引き続き取り組み、関係部署と連携した相
談・支援体制の充実を図っていく。

学校教育課
 断らない相談情報共有会議にスクールソーシャル
ワーカーも出席し、ケース検討を行い、情報共有を
行った。

　他者への情報共有を望まない相談者の支援をどのよ
うに行っていくかが課題である。

B
　今後も情報共有会議でのケース検討を継続し、連
携して支援体制の充実を図る。

成果と課題 担当課の評価

取り組むべき施策③ 複合的に困難な状況に置かれている家庭への相談・支援体制の充実

都市整備課☆2
・石仏公園整備事業では、「岩倉市人にやさしいまち
づくり計画」の整備基準に則り、公園施設の詳細設計
を行った。

　新たに建設される公共施設については、「岩倉市人
にやさしいまちづくり計画」の整備基準に則り、バリアフ
リー等に配慮した施設計画としているが、既存の公共
施設をバリアフリーに対応した整備を行うには、改修が
物理的に不可能な施設もある。

今後の取り組み

福祉課☆5

・市の各部署・民間団体などと連携し、子育て、障がい、介護、困窮などの相談・支援体制の充実を図ります。

実績及び評価

長寿介護課
・断らない相談会議で検討する事案の有無について、
月１回整理した。その他、安否確認や困難ケース会議
等で各課連携しながら、早期支援につなげた。

　関係部署による連携体制が図られたことにより、関係
部署の連携が必要な困難ケースについて、早期支援
ができた。

B
　重層的支援体制整備事業の一部となるため、総
合的に検討していく。

B

　既存の公共施設については、各施設管理担当課
へ「岩倉市人にやさしいまちづくり計画」の整備基
準に準拠した改修への予算化を図るよう理解促進
に努める。
　既存道路については、今後、現況調査を行うなど
して計画的に整備を行う必要がある。

維持管理課☆2 実績なし

　新たに建設される公共施設については、「岩倉市人
にやさしいまちづくり計画」の整備基準に則りバリアフ
リー等に配慮した施設計画としているが、既存の公共
施設をバリアフリーに対応した整備を行うには、改修が
物理的に不可能な施設もある。

D

　民間の開発行為により帰属を受ける道路について
は、開発事業者へ「岩倉市人にやさしいまちづくり
計画」の整備基準に準拠した構造を検討するよう周
知徹底に努める。
　既存道路については、今後、現況調査を行うなど
して計画的に整備を行う必要がある。

担当課 実績

44



子育て支援課

子育て支援センターでは、引き続き利用者支援員を２
名配置して、育児相談や子育て支援に関する情報提
供、関係機関との連携を行った。さらに定期的に栄養
士・保健師による相談も実施した。
市内ＮＰＯ法人が行っている、傾聴と協働を基本とする
家庭訪問型ボランティアの子育て支援である「ホームス
タート事業」を支援するため、家庭訪問型子育て支援
ボランティア養成事務費補助金を支給し、地域ぐるみ
での子育て支援の充実を図ることができた。

　ホームスタート事業を実施している、市内ＮＰＯ法人
に対して、活動するボランティアの育成に係る経費を
補助することで、新たにボランティアを９人養成すること
ができ、より充実した体制を構築することができた。

A
　引き続き、保護者からの相談に適切に対応するた
め職員の知識や技術の向上を図っていくとともに、
事業の周知に努めていく。
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基本目標５

あらゆる暴力の防止に取り組む

（暴力のない環境づくり）
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

☆２

内容 担当課
福祉課

長寿介護課

（計画どおり取り組むことが出来た） 8

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

施策の方向性 （１）女性・子ども・高齢者などに対する暴力の根絶

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 3

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課 根拠
R1 R4 R7 R12

男女共同参画に関する市民意識調査

配偶者や交際相手からの暴力について相談できる窓
口を知っている市民の割合（％）

49.2（R2) ‐ 55.0 60.0 協働安全課 男女共同参画に関する市民意識調査

ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）の内容まで知っている
市民の割合（％）

82.7（R2) ‐ 85.0 87.0 協働安全課

今後の取り組み

長寿介護課☆1 ・広報いわくら２月号で虐待関連の記事を掲載した。
　定期的に虐待に関して広報することによって、周知を
図っているが、全ての虐待を把握することは困難であ
る。効果的な周知方法を検討することが課題である。

B
　より効果的な周知方法を検討し、虐待把握につな
がるよう啓発活動に努める。

取り組むべき施策① 暴力の根絶に関する啓発活動の推進

・重大な人権侵害である暴力は許される行為ではないという意識を、地域社会全体で共有するよう、広報・啓発活動に努めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価

福祉課☆1

・暴力の根絶に関する啓発活動の推進を行うことはで
きなかった。市民及び職員を対象に人権啓発として人
権研修会を実施した。（年１回）
・女性に対する暴力をなくす運動を毎年11月12日の
「女性に対する暴力撤廃国際日」に合わせて広報誌で
周知した。

　インターネットの被害者・加害者にならないために」を
テーマに、愛知教育大学准教授を講師に招き、人権
研修会を実施し、２５名の参加があった。
　広報紙を通じて、相談窓口の周知を行うことができ
た。

B

　暴力根絶に関する啓発活動を含め、広く人権啓
発に取り組む。
　広報紙を通じて女性に対する暴力をなくす運動に
ついて周知を行う。
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福祉課

学校教育課

内容 担当課
福祉課
健康課

学校教育課

お互いを認め、自分や他者を大切にする意識を高め
ることができた。
お互いを認め大切にすることが浸透するように、継続
して人権教育を実施していく必要がある。

A
　講演会等を実施し、人権について考える機会を設
け、人権教育を進めていく。

取り組むべき施策③ 児童虐待の防止・早期発見

取り組むべき施策② 女性や若年層に対する性暴力やＤＶの根絶

内容

・各種窓口の周知を図ります。
・相談窓口の充実を図るとともに、愛知県女性相談センターと協力して早期の保護に努めます。
・関係機関と連携し、ＤＶ被害者などの状況に応じ自立に向けた継続的な支援を行います。

担当課

・人権教育や道徳教育の中で、言葉を含めた暴力を許さない意識の醸成を図ります。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

福祉課☆2

・福祉課が相談窓口となり、ＤＶに対する相談を40件受
け付けた。シェルターに避難する事例はなかったが、
女性相談センターを紹介するなど連携して支援を実施
した。

支援が必要な人に対して支援措置や関係機関につ
なぐなど適切な支援を実施することができた。

A
　女性相談センターや警察などの関係機関と連携
し、引き続き必要な支援を行う。広報紙等を活用し、
相談窓口の周知を図る。

学校教育課☆2

健康課

・妊娠届出時の個別面接417人　・マタニティーコール
244件　・おめでとうコール421件　・乳児、産婦訪問指
導611件　面接指導56件　・乳幼児健康診査60回1149
人

　妊娠届時の面接や妊娠、出産後の訪問や電話相談
支援、乳幼児健康診査等により、支援が必要な妊婦や
親子を把握し、必要な支援につなげている。

B 　引き続きこれまでの取り組みを実施していく。

　引き続き、通報ダイヤルの啓発を行った。赤ちゃん訪
問事業はコロナ禍の影響で面談が行えなかったため、
家庭の状況を直接把握することができなかった。

B

　189の周知には、チラシ等を活用しての啓発を図
る。赤ちゃん訪問事業については、民生委員・児童
委員による赤ちゃん訪問委員会を中心に連携を図
り、情報共有に努める。

・児童虐待の通報窓口の周知を図ります。
・母子保健事業や赤ちゃん訪問事業の実施により、養育支援を必要とする家庭の把握に努めます。
・民生委員児童委員など地域と協力して、早期発見に向けた体制の強化を図ります。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

福祉課

・広報紙で児童虐待に関する通報ダイヤル（189）の周
知を行った。民生委員・児童委員による赤ちゃん訪問
事業により、親から子育てに関する悩みの聞き取りをし
た。民生委員・児童委員より気になる家庭の状況の報
告を受け、適切に対応した。

【人権講演会】
・（11月10日/両中学校）「共に生きるとは何か－難民の
声、家族の歴史から考えた多様性－」
　講師　安田　菜津紀 氏
・（11月～/各小学校）「今を大切に」　講師　大棟　耕
介　氏（ホスピタルクラウン）
【大型紙芝居の上演】
・（11月～/各小学校）「四つ葉のクローバー」「いすに
なった木」「これってNIPPON」「にじいろのさかな」
【人権ひまわりの啓発】人権ひまわりの種の配布
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内容 担当課 長寿介護課

内容 担当課
福祉課

長寿介護課
健康課

取り組むべき施策⑤ 多様な被害者への各種相談窓口や適切な支援の充実

・関係機関と連携し、相談・支援体制を整えます。

取り組むべき施策④ 高齢者虐待の防止・早期発見

学校教育課

・月１回開催される要保護児童対策地域協議会に、指
導主事・スクールソーシャルワーカーも出席し情報共
有等を行い、民生委員児童委員と日頃から連絡の取り
やすい関係性を築いた。
・学校と密に連絡を取り、生活状況が心配される児童
生徒について、情報共有し福祉課と連携して対応し
た。

　生活状況に心配がある家庭について民生委員児童
委員から情報提供があり、学校等と連携して支援につ
なぐことができた。

B
　早期発見できるよう学校、民生委員児童委員等と
連携を図る。

長寿介護課
・広報いわくら２月号に虐待に関する記事を掲載した。
・チラシの配布、相談窓口の周知をした。

ケアマネジャーや地域包括支援センターからの虐待
通報後の情報連携を介護医療の情報ツール「のんぼり
ネット」を利用して行うことにより、関係者間の情報共有
や本人への支援が迅速かつ密になった。
　困難ケース急増による継続的な支援者不足
　緊急時の入所施設の不足

B
　今後も通報があった際は、早急に対応できるよう
関係機関との連携体制を強化する。

・高齢者虐待相談窓口などの周知を図ります。
・高齢者虐待を防止するため、虐待に関する知識の普及啓発を行うとともに、ケアマネジャーや地域包括支援センターなど関係機関と連携しながら早期発見、早期対
応に努めます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

健康課

・要保護児童等対策定例会議への参加12回
・要保護児童等対策定例会議の事前打ち合わせへの
参加12回

　参加することで、関係部署や関係機関と情報を共有
し、連携した支援ができている。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

長寿介護課

・虐待通報や困難ケースに対しては、早期に関係機関
や庁内連携会議を開催し、情報収集し、解決に努め
た。
・必要に応じて適切な介護保険や医療のサービスへつ
なげたり、成年後見制度の利用につなげた。

　成年後見制度の利用が必要であるが、本人及び親
族等が申立てを行う見込みのない者について、家庭裁
判所に対し市長による審判請求を４件行った。
　高齢化に伴う様々な困難課題に対応する専門職の
職員不足

B
　今後も通報があった際は、早急に対応できるよう
関係機関との連携体制を強化する。

B 　引き続きこれまでの取り組みを実施していく。

福祉課
・ＤＶ被害者からの相談（40件）に対応した。相談内容
に応じて、女性相談センターを紹介するなど連携を
図った。

　支援措置証明に関する相談がほとんどであり、シェル
ターや母子生活支援施設の利用はなかった。

A
　相談に迅速に対応し、必要に応じて関係機関と連
携し対応する。
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≪担当課評価のまとめ≫

A

B

C

D

≪現状と目標値≫ ※「取り組むべき施策」の関係する担当課に”☆”がついています。

☆１

秘書企画課

商工農政課

内容 担当課 学校教育課

施策の方向性 （２）あらゆるハラスメント防止の啓発

評価

（計画どおり取り組み、目標も達成できた） 0

（計画どおり取り組むことが出来た） 3

（一部計画どおりに取り組むことが出来なかった） 0

（全く取り組むことが出来なかった） 0

根拠
R1 R4 R7 R12

成果指標
現状値 実績値 目標値

担当課

ハラスメントに関する研修の実施回数［再掲］ハラスメントに関する研修の実施数（回） 0 1 1 1 秘書企画課

取り組むべき施策① 職場におけるハラスメント防止の啓発

・市職員に対し、あらゆるハラスメントの防止の啓発に取り組みます。

実績及び評価

担当課 実績 成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

B
　引き続き、セクハラトやパワハラなど、各種ハラスメ
ントの正しい知識を身に付ける必要がある。

商工農政課
・商工農政課窓口にリーフレットを設置した。また、ホー
ムページ上でハラスメント対策のページを引き続き公
開した。

　より多くの市内事業者へ情報を届ける必要がある。 B
　事業所と関わる機会の多い商工会等と連携し、よ
り多くの事業者に目に届く形で啓発を実施してい
く。

秘書企画課
・令和４年11月９日（水）、消防職員の主任以下の20名
に対し、ハラスメント研修を実施した。

一宮人権擁護協議会の講師を招き、消防職員として
ハラスメントに対する理解を深めることができた。

・関係機関と連携し、雇用の場におけるあらゆるハラスメントの防止対策として、事業者への啓発に取り組みます。

内容 担当課

取り組むべき施策② 教育の場におけるハラスメント防止の啓発

・学校におけるあらゆるハラスメントの未然防止に努めるとともに、情報収集と相談窓口の紹介に努めます。
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担当課 実績

学校教育課

・市校長会議や教頭会議等で、教職員に対し、不祥事
防止の徹底について周知した。
・校長や教頭が、全教職員と面談し、現状の把握や悩
みの相談を行った。
・全教職員を対象に｢不祥事を起こさないためのチェッ
クリスト｣等を用いて、服務規律の徹底に努めた。

　職場全体に若手教職員が増えており、教育公務員と
しての自覚を高めるため、意識啓発が継続する必要が
ある。

B
　機会があるごとに教職員に対して、服務規律の遵
守徹底を図っていく。

成果と課題 担当課の評価 今後の取り組み

実績及び評価
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成果指標一覧
現状値 実績値

R1 R4 R7 R12

① 21.7（R2) 47.5 30.0 35.0 子育て支援課

② 54 25 60 70 福祉課

③ 0 1 1 1 秘書企画課

④ 91.1（H30) ‐ 92.0 93.0 協働安全課

⑤ 69.2(R2) ‐ 75.0 80.0 協働安全課

① 84.1（H30) ‐ 87.5 90.0 協働安全課

② 81.8（H30） ‐ 85.0 88.0 学校教育課

③ 57.3（R2) ‐ 60.0 65.0 協働安全課

① 195 130 300 300 協働安全課

② 18.3（H30） ‐ 20.0 22.0 協働安全課

① 8 23 10 15 商工農政課

② 478 1,037 500 520 福祉課

2 ① 15.8（R2) ‐ 30.0 40.0 協働安全課

① 5（R2) 5 7 9 商工農政課

② 5.6 20.0 10.0 - 秘書企画課

① 30.8 34.8 33.0 35.0 各課

② 33.3（R2） 34.4 40.0 - 秘書企画課統括主査（グループ長）以上の女性職員の割合（％）

1

1

いちのみや若者サポートステーションの
実施する就職相談の各年度の延べ相談
人数

子ども条例を知っている市民の割合（％）

国際交流や外国人との共生に満足している市民の割
合（％）

市民活動に参加している市民の割合（％）

職場で男女が平等であると感じる女性の意識（％）

「ＬＧＢＴ」という用語の認知度（％）

2

ハラスメントに関する研修の実施数（回）

市民意向調査

各年度３月31日時点の登録数

2

学校教育の場で男女が平等であると感じる市民の意
識（％）

各年度に子どもの生まれた男性職員の
うち、育児休業を取得した男性職員の割
合

1

男女共同参画社会形成のための啓発活動や環境づく
りに満足している市民の割合（％）

１年間の延べ相談数

男性職員の育児休業の取得率（％）

基本目標
施策の
方向性

愛知県ファミリー・フレンドリー企業の登録数（件）

市民アンケート

人権啓発研修会の参加者数（人） 人権啓発研修会の参加者数

成果指標
目標値

根拠

男女共同参画に関する市民意識調査
（市民アンケート）

市民意向調査

市民意向調査

男女共同参画に関する市民意識調査
（市民アンケート）

ハラスメントに関する研修の実施回数

市民意向調査

3
男女共同参画に関する講座・イベント参加者数（人）

男女共同参画講座やサテライトセミナー
などの参加者数

小中学校の教育活動が充実していると感じている市民
の割合（％）

1
若者に対する就職相談や出張相談の相談数（人）

生活自立支援相談室における延べ相談数（件）

男女共同参画に関する市民意識調査
（市民アンケート）

3

各年度４月１日時点の審議会等への女
性委員の登用率

審議会などの委員への女性登用率（％）

担当課

各年度４月１日時点の統括主査以上の
職員のうち、女性職員の割合

52



現状値 実績値

R1 R4 R7 R12
基本目標

施策の
方向性

成果指標
目標値

根拠担当課

① 33.7（R2) ‐ 40.0 50.0 協働安全課

② 10 33 65 80 福祉課

③ 75.0 77.0 78.0 80.0 学校教育課

④ 196 160 200 220 学校教育課

⑤ 91.1（H30) ‐ 92.0 93.0 協働安全課

① 71 25 85 100 協働安全課

② 51.8(R2) 51.9(R4) 55.0 60.0 福祉課

① 95.0（R2) ‐ 96.0 97.0 健康課

② 30.8（H30) ‐ 38.0 40.0 子育て支援課

③ 95.2 95.2 96.0 97.0 健康課

④ 77.7（H30) ‐ 83.0 85.0 子育て支援課

⑤ 0 0 0 0 子育て支援課

⑥ 17,309 13,425 19,600 22,000 子育て支援課

⑦ 74 75 80 85 子育て支援課

⑧ 527 424 660 780 子育て支援課

⑨ 2,007 1,564 3,000 3,100 生涯学習課

1

3

幼い子どもを育てる所として“良い”と思う市民の割合
（％）

待機児童数（保育園）（人）

子育て支援センターの利用者数（人）

母子保健サービスに満足している市民の割合（％）

地域リーダー協働講演会の参加者数

市民アンケート

2

3

市民意向調査

青少年に関する生活実態調査

地域人材及び外部講師の各年度活用
実績の各小学校の合計

自分も社会のために役立ちたいと思う中学生の割合
（％）

男女共同参画に関する市民意識調査
（市民アンケート）

ボランティア養成講座受講者数（人）
社会福祉協議会主催のボランティア養
成講座の年間受講者数

地域リーダー人材育成のための研修などの受講者数
（人）

教育活動における地域等人材の活用件数（件）

地域で男女が平等と感じる女性の意識（％）

ひとり暮らしや心身に障がいがある状態になった時の
相談相手や助け合ったりする友人・知人がいる市民の
割合（％）

［再掲］国際交流や外国人との共生に満足している市
民の割合（％）

乳幼児健康診査問診票（4か月児、1歳6
か月児、3歳児）で「そう思う」、「どちらか
というとそう思う」と答えた人

市民アンケート

年間延べ受講者数子育ち・親育ち講座受講者数（人）

各年度3月31日時点の援助会員数

子育て支援講習会参加者数（人）
子育て支援センターで実施した育児講
座の年間延べ参加者数（大人と子どもの
合計）

ファミリー・サポート・センター援助会員数（人）

子育て支援センターの年間延べ利用者
数（大人と子どもの合計、おでかけひよ
こ・こっこは除く）

市民意向調査

各年度4月1日時点の待機児童数

子育て支援や相談など児童福祉に満足している市民
の割合（％）

市民意向調査

この地域で今後も子育てをしていきたいと思う人の割
合（％）
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現状値 実績値

R1 R4 R7 R12
基本目標

施策の
方向性

成果指標
目標値

根拠担当課

⑩ 1,219 708 1,300 1,400 子育て支援課

⑪ 375 405 460 460 子育て支援課

① 7,798 8,796 9,000 11,000 長寿介護課

② 68.5（H30） ‐ 69.0 70.0 長寿介護課

③ 81.0（H30) ‐ 85.0 90.0 福祉課

① 85.1（H30) ‐ 87.5 90.0 健康課

② 28.9 21.3 30.0 32.0 健康課

③ 27.6（H30) ‐ 29.0 30.0 健康課

① 185 177 200 200 子育て支援課

② 79.3（H30） ‐ 85.0 90.0 福祉課

③ 89 89 120 150 福祉課

④ 35 58 45 55 福祉課

⑤ 478 1,037 500 520 福祉課

① 82.7（R2) ‐ 85.0 87.0 協働安全課

② 49.2（R2) ‐ 55.0 60.0 協働安全課

2 ① 0 1 1 1 秘書企画課

2

4

子宮頸がん検診を受診している女性（20～74歳）の割
合（％）

4

障がい者支援に関するボランティア登録者数（人）

ひとり親家庭相談件数（件）

生活・自立支援など障害者（児）福祉に満足している
市民の割合（％）

ウォーキングなど軽い運動を定期的に行っている人の
割合（％）

認知症サポーター養成講座受講者数（累計）（人）

放課後児童クラブの利用定員数（人）

市民意向調査

各年度の子宮頸がん検診受診者の割
合（子宮頸がん受診者数/3月31日時点
の20～74歳の女性の数）

市民意向調査

市民同士の助け合いによる地域福祉活動に満足して
いる市民の割合（％）

児童館利用者数（放課後児童クラブを除く７館月平均）
（人）

児童館の総利用者数から、放課後児童
クラブ利用者数を引いた人数÷7÷12

市民意向調査

生活習慣病予防・健康相談などの健康管理や健康づ
くりのための支援に満足している市民の割合（％）

介護保険サービスなどの高齢者福祉に満足している
市民の割合（％）

年度末受講者数（累計）

各放課後児童クラブに設定した定員数
の合計

ハラスメントに関する研修の実施回数

5
1

［再掲］ハラスメントに関する研修の実施数（回）

男女共同参画に関する市民意識調査
（市民アンケート）

配偶者や交際相手からの暴力について相談できる窓
口を知っている市民の割合（％）

男女共同参画に関する市民意識調査
（市民アンケート）

ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）の内容まで知っている
市民の割合（％）

市内・市外全域利用者

［再掲］生活自立支援相談室における延べ相談数
（件）

１年間の延べ相談数

グループホームで生活している障がい者の人数（人）

社会福祉協議会登録の障がい関係ボラ
ンティア

市民意向調査

市民意向調査

3

年間の相談件数
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